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(57)【要約】
【課題】　本発明は、小粒径トナーであっても、帯電の
均一性に優れ、転写性に優れたトナー、画像形成方法、
画像形成装置の提供を課題とする。
【解決手段】
　本発明のトナーは、少なくとも結着樹脂、着色剤及び
離型剤を含み、平均体積粒径が２μｍ～６μｍのトナー
母粒子と、平均粒径が異なる少なくとも２種のシリカと
、チタニア、遷移アルミナ、酸化亜鉛、酸化錫から選ば
れる少なくとも１種の電子伝導性酸化物半導体微粒子、
また、酸化セリウム、安定化ジルコニアから選ばれる少
なくとも１種のイオン伝導性酸化物半導体微粒子を含有
するものである。
【選択図】　図１



(2) JP 2010-249989 A 2010.11.4

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
少なくとも結着樹脂、着色剤及び離型剤を含み、平均体積粒径が２μｍ～６μｍのトナー
母粒子と、平均粒径が異なる少なくとも２種のシリカと、チタニア、遷移アルミナ、酸化
亜鉛、酸化錫から選ばれる少なくとも１種の電子伝導性酸化物半導体微粒子、また、酸化
セリウム、安定化ジルコニアから選ばれる少なくとも１種のイオン伝導性酸化物半導体微
粒子を含有することを特徴とするトナー。
【請求項２】
電子伝導性酸化物半導体微粒子の平均粒径が７ｎｍ～３０ｎｍであり、イオン伝導性酸化
物半導体微粒子の平均粒径が５０ｎｍ～４００ｎｍである請求項１記載のトナー。
【請求項３】
トナー母粒子１００質量部に対して、イオン伝導性酸化物半導体微粒子の添加量が０．３
質量部～２．０質量部、電子伝導性酸化物半導体微粒子の添加量が０．５質量部～２．５
質量部であって、イオン伝導性酸化物半導体微粒子の添加量が電子伝導性酸化物半導体微
粒子の添加量より多いものである請求項１または請求項２記載のトナー。
【請求項４】
トナー母粒子の平均粒径が２μｍ～４μｍであり、転相乳化合一法により作製されたもの
である請求項１ないし請求項４のいずれか１項に記載のトナー。
【請求項５】
静電潜像を担持した感光体と、該感光体と非接触の状態で対向配置される現像装置とを有
し、該現像装置に前記トナーとして少なくとも結着樹脂、着色剤及び離型剤を含み、平均
体積粒径が２μｍ～６μｍのトナー母粒子と、平均粒径が異なる少なくとも２種のシリカ
と、チタニア、遷移アルミナ、酸化亜鉛、酸化錫から選ばれる少なくとも１種の電子伝導
性酸化物半導体微粒子、また、酸化セリウム、安定化ジルコニアから選ばれる少なくとも
１種のイオン伝導性酸化物半導体微粒子を含有するトナーを供給して前記感光体に担持さ
れた静電潜像を交流電界下で現像することを特徴とする画像形成方法。
【請求項６】
静電潜像を担持した感光体と、該感光体と非接触の状態で対向配置される現像装置とを有
し、該現像装置に前記トナーとして少なくとも結着樹脂、着色剤及び離型剤を含み、平均
体積粒径が２μｍ～６μｍのトナー母粒子と、平均粒径が異なる少なくとも２種のシリカ
と、チタニア、遷移アルミナ、酸化亜鉛、酸化錫から選ばれる少なくとも１種の電子伝導
性酸化物半導体微粒子、また、酸化セリウム、安定化ジルコニアから選ばれる少なくとも
１種のイオン伝導性酸化物半導体微粒子を含有するトナーを供給して前記感光体に担持さ
れた静電潜像を交流電界下で現像するものであることを特徴とする画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、トナー、画像形成方法および画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、画像形成装置として、潜像担持体である感光体ドラムや感光体ベルト等の感光体
を画像形成装置の本体に回転可能に支持し、画像形成動作時には感光体における感光層に
静電潜像を形成した後、この潜像をトナーによって接触方式または非接触方式で可視像化
し、次いでその可視像をコロナ転写や転写ローラを使用して転写材に直接転写する方式や
、また、転写ドラムまたは転写ベルト等の中間転写媒体に可視像を一旦転写した後、転写
材に再転写する方式がある。これらの画像形成装置にあって、トナーとしては一般的には
二成分トナーが知られ、比較的安定した現像を可能とするが、現像剤と磁性キャリアとの
混合比の変動が発生しやすく、その維持管理をする必要がある。また、一成分磁性トナー
は、磁性材料の不透明性から鮮明なカラー画像を得られないという問題がある。
【０００３】
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　近年、電子写真方式の画像形成装置から機外に放出される冷却気流中にダストが含まれ
、そのダストが人体に悪影響を及ぼすのではないかとの懸念が報告されている。大気中の
ダストを規制する基準としては、環境省が検討している微小粒子状物質（ＰＭ２．５）に
関するものがあり、近々環境基準として法的な指針が開示されると伝えられているが、電
荷リーク性を有する外添剤がトナー表面から遊離して、画像形成動作中に機外に放出され
ることが、ダスト発生リスクの一因となると予想されている。また、トナーにしても近年
、画像の鮮明化を図る観点から小粒径化が進められ、特に体積平均粒径が２～４μｍの小
粒径トナーが主流となるものと考えられるが、現像ローラと感光体間にＡＣ（交流）電界
を印加して画像形成するシステムにおいては、現像電界中でトナーが往復運動しながら感
光体上に移行するため、現像電界中でクラウド状に活性状態となるトナーの一部が画像形
成装置内に流れる気流に乗じることで、外添剤のみならず、トナー粒子自体もダスト化す
るというリスクも懸念される。
【０００４】
　このような小粒径トナーでは、通常のトナーに比してトナー個数が指数関数的に増加す
るために、トナー帯電の高速・均一化が極めて困難となり、トナー帯電の不均一性に起因
するカブリ、トナー飛散、漏れ、現像履歴等の多くの問題が生じる。トナー帯電を改善す
る一般的な方法としては、規制ブレードと現像ローラとで電位差を設ける、所謂「規制バ
イアス」が知られている（特許文献１）が、規制バイアスでは電位差を大きく設ける方が
、トナー帯電としては改善する傾向を示すが、大きすぎると電子移動の局所集中を生じ、
トナー凝集塊の発生や帯電極性反転トナーの発生、トナー搬送面の白抜け等の原因となる
。この電位差の限界となる電位差が、小粒径トナーでは極端に低く、単に規制バイアスに
よる方法では十分な効果が得られていない。
【０００５】
  また、トナー粒子は現像ローラ表面に担持され、また、層厚規制部材に押圧されること
により、押圧される表面や層厚規制部材等により摩擦されつつ帯電される。現像ローラに
は、トナー担持表面がブラスト処理されて表面に細かな凹凸が設けられているものがある
が、凹凸における凹部の大きさ、深さ、形状、及び並び方が不均一である。このため、例
えば深い凹部に入り込んだトナー粒子は、転動されないため良好に帯電されないおそれが
ある。このように、現像ローラ表面における凹凸部の不均一さに起因して、局所的にトナ
ー粒子の帯電不良が発生したり、小さな凹部にトナー粒子がはまりこんでフィルミングが
発生するおそれがある。また、トナー粒子が良好に帯電されない場合には、トナー粒子が
現像装置から漏れて画像形成装置内や画像形成装置外に飛散したり、転写効率が低下する
おそれがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００５－３３１７８０
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、平均体積粒径が２μｍ～６μｍ、特に２μｍ～４μｍの小粒径トナーであっ
ても、帯電の均一性に優れ、転写性に優れたトナー、また、そのトナーに適した画像形成
方法、画像形成装置の提供を課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明のトナーは、少なくとも結着樹脂、着色剤及び離型剤を含み、平均体積粒径が２
μｍ～６μｍのトナー母粒子と、平均粒径が異なる少なくとも２種のシリカと、チタニア
、遷移アルミナ、酸化亜鉛、酸化錫から選ばれる少なくとも１種の電子伝導性酸化物半導
体微粒子、また、酸化セリウム、安定化ジルコニアから選ばれる少なくとも１種のイオン
伝導性酸化物半導体微粒子を含有することを特徴とする。
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【０００９】
　電子伝導性酸化物半導体微粒子の平均粒径が７ｎｍ～３０ｎｍであり、イオン伝導性酸
化物半導体微粒子の平均粒径が５０ｎｍ～４００ｎｍであることを特徴とする。
【００１０】
　トナー母粒子１００質量部に対して、イオン伝導性酸化物半導体微粒子の添加量が０．
３質量部～２．０質量部、電子伝導性酸化物半導体微粒子の添加量が０．５質量部～２．
５質量部であって、イオン伝導性酸化物半導体微粒子の添加量が電子伝導性酸化物半導体
微粒子の添加量より多いものであることを特徴とする。
【００１１】
　トナー母粒子の平均粒径が２μｍ～４μｍであり、転相乳化合一法により作製されたも
のであることを特徴とする。
【００１２】
　本発明の画像形成方法は、静電潜像を担持した感光体と、該感光体と非接触の状態で対
向配置される現像装置とを有し、該現像装置に前記トナーとして少なくとも結着樹脂、着
色剤及び離型剤を含み、平均体積粒径が２μｍ～６μｍのトナー母粒子と、平均粒径が異
なる少なくとも２種のシリカと、チタニア、遷移アルミナ、酸化亜鉛、酸化錫から選ばれ
る少なくとも１種の電子伝導性酸化物半導体微粒子、また、酸化セリウム、安定化ジルコ
ニアから選ばれる少なくとも１種のイオン伝導性酸化物半導体微粒子を含有するトナーを
供給して前記感光体に担持された静電潜像を交流電界下で現像することを特徴とする。
【００１３】
　本発明の画像形成装置は、静電潜像を担持した感光体と、該感光体と非接触の状態で対
向配置される現像装置とを有し、該現像装置に前記トナーとして少なくとも結着樹脂、着
色剤及び離型剤を含み、平均体積粒径が２μｍ～６μｍのトナー母粒子と、平均粒径が異
なる少なくとも２種のシリカと、チタニア、遷移アルミナ、酸化亜鉛、酸化錫から選ばれ
る少なくとも１種の電子伝導性酸化物半導体微粒子、また、酸化セリウム、安定化ジルコ
ニアから選ばれる少なくとも１種のイオン伝導性酸化物半導体微粒子を含有するトナーを
供給して前記感光体に担持された静電潜像を交流電界下で現像するものであることを特徴
とする。
【００１４】
  本発明は、平均体積粒径が２μｍ～６μｍ、特に２μｍ～４μｍの小粒径トナーであっ
ても、帯電の均一性に優れ、転写性に優れるトナーとでき、また、画像の転写性に優れる
画像形成方法、画像形成装置とできる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】図１は、本発明の画像形成装置の概要を説明するための図である。
【図２】図２は、現像装置の主要構成要素を説明するための図である。
【図３】図３は、現像ローラの表面形状を説明するための図である。
【図４】図４は、現像ローラを、軸を通る平面で切断した際の断面を説明するための図で
ある。
【図５】図５は、現像ローラが転造により形成される様子を説明するための図である。
【図６】図６は、現像ローラが形成される手順を示す図である。
【図７】図７は、トナー粒子を担持した現像ローラに規制ブレードが当接された状態を説
明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　本発明におけるトナー母粒子は、少なくとも結着樹脂、着色剤及び離型剤を含むもので
あり、乳化凝集法で得られるものとしてもよいが、好ましくは転相乳化法によって得られ
るものである。本発明におけるトナー母粒子は、（１）少なくともポリエステル樹脂と有
機溶剤とを含有する混合物を水性媒体中に塩基性化合物の存在下で乳化させ微粒子を形成
させる第１工程、次いで、（２）分散安定剤を添加し、更に電解質を順次添加することで
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微粒子を合一させ、微粒子の凝集体を製造する第２工程、（３）凝集体中に含有される有
機溶剤を脱溶剤した後、水性媒体から微粒子の凝集体を分離・洗浄し、乾燥させる第３工
程を経て製造される。
【００１７】
　ポリエステル樹脂としては、多塩基酸と多価アルコールとが脱水縮合されることによっ
て合成される。多塩基酸としては、例えばテレフタル酸、イソフタル酸、無水フタル酸、
無水トリメリット酸、ピロメリット酸、ナフタレンジカルボン酸のごとき芳香族カルボン
酸類；無水マレイン酸、フマール酸、コハク酸、アルケニル無水コハク酸、アジピン酸な
どの脂肪族カルボン酸類；シクロヘキサンジカルボン酸などの脂環式カルボン酸類などが
挙げられる。これらの多塩基酸は、単独で用いることもでき、２種類以上を併用して用い
ることもできる。これらの多塩基酸の中でも、芳香族カルボン酸を使用するのが好ましい
。
【００１８】
　多価アルコールとしては、例えばエチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエ
チレングリコール、プロピレングリコール、ブタンジオール、ヘキサンジオール、ネオペ
ンチルグリコール、グリセリン、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトールのごと
き脂肪族ジオール類；シクロヘキサンジオール、シクロヘキサンジメタノール、水添ビス
フェノールＡのごとき脂環式ジオール類；ビスフェノールＡのエチレンオキサイド付加物
、ビスフェノールＡのプロピレンオキサイド付加物のごとき芳香族ジオール類などが挙げ
られる。これらの多価アルコールは単独で用いることもでき、２種以上を併用して用いる
こともできる。これらの多価アルコールの中でも、芳香族ジオール類、脂環式ジオール類
が好ましく、芳香族ジオール類がより好ましい。
【００１９】
　なお、多価カルボン酸と多価アルコールとの縮重合によって得られたポリエステル樹脂
に、さらにモノカルボン酸、及び／又はモノアルコールを加えて、重合末端のヒドロキシ
ル基、及び／又はカルボキシル基をエステル化し、ポリエステル樹脂の酸価を調整するこ
とができる。このような目的で用いるモノカルボン酸としては、例えば酢酸、無水酢酸、
安息香酸、トリクロル酢酸、トリフルオロ酢酸、無水プロピオン酸などが挙げられる。ま
た、モノアルコールとしては、例えばメタノール、エタノール、プロパノール、オクタノ
ール、２－エチルヘキサノール、トリフルオロエタノール、トリクロロエタノール、ヘキ
サフルオロイソプロパノール、フェノールなどが挙げられる。
【００２０】
　ポリエステル樹脂は、上記多価アルコールと多価カルボン酸とを常法に従って縮合反応
させることにより製造することができる。例えば、上記多価アルコールと多価カルボン酸
とを、温度計、攪拌器、流下式コンデンサを備えた反応容器に配合し、窒素等の不活性ガ
スの存在下で１５０～２５０℃で加熱し、副生する低分子化合物を連続的に反応系外に除
去し、所定の物性値に達した時点で反応を停止させ、冷却することにより目的とする反応
物を得ることができる。
【００２１】
　このようなポリエステル樹脂の合成は、触媒を添加して行うこともできる。使用するエ
ステル化触媒としては、例えばジブチル錫ジラウレート、ジブチル錫オキサイドのごとき
有機金属や、テトラブチルチタネートのごとき金属アルコキシドなどが挙げられる。また
、使用するカルボン酸成分が低級アルキルエステルである場合には、エステル交換触媒を
使用することができる。エステル交換触媒としては、例えば、酢酸亜鉛、酢酸鉛、酢酸マ
グネシウムのごとき金属酢酸塩；酸化亜鉛、酸化アンチモンのごとき金属酸化物；テトラ
ブチルチタネートのごとき金属アルコキシドなどが挙げられる。触媒の添加量については
、原材料の総量に対して０．０１～１質量％の範囲とするのが好ましい。
【００２２】
　なお、このような縮重合反応において、特に分岐、または架橋ポリエステル樹脂を製造
するためには、１分子中に３個以上のカルボキシル基を有する多塩基酸またはその無水物
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、及び／又は、１分子中に３個以上の水酸基を有する多価アルコールを必須の合成原料と
して用いればよい。
【００２３】
　ヒートロール定着方式に用いるトナーとして、オフセット防止液を使用しないで良好な
定着／オフセット温度幅を有するためには、上記ポリエステル樹脂が、定荷重押し出し形
細管式レオメーター（以下、フローテスターという）による測定で以下の範囲となること
が好ましい。すなわち、フローテスターによる流出開始温度（Ｔｆｂ）が８０℃～１２０
℃の範囲、Ｔ１／２温度が１００℃～１６０℃の範囲、流出終了温度（Ｔｅｎｄ）が１１
０℃～２１０℃の範囲である。このようなフローテスター値を有するポリエステル樹脂を
用いることにより、良好なオイルレス定着性を有するようになる。また、ガラス転移温度
（Ｔｇ）は４０～７５℃であることが好ましい。
【００２４】
　フローテスターによる流出開始温度Ｔｆｂ、Ｔ１／２温度、流出終了温度Ｔｅｎｄは、
島津製作所製フローテスター（ＣＦＴ－５００）を用いて求められている。このフローテ
スターは、特開２００３－１２２０５１の図１（ａ）に示されるようにノズル径Ｄが１．
０ｍｍΦでノズル長さ（深さ）Ｌが１．０ｍｍのノズル１を有するシリンダー２に、樹脂
３（重量１．５ｇ）を充填し、ノズル１と反対の側から単位面積（ｃｍ2 ）当たり１０ｋ
ｇの荷重をかけ、その状態で毎分６℃の昇温速度で加熱したときの、荷重面４のストロー
クＳ（荷重面４の沈み値）を測定することによって得られる。すなわち、昇温した温度と
ストロークＳとの関係を特開２００３－１２２０５１の図１（ｂ）に示すようにして求め
、ノズル１からの樹脂３の流出が始まって急激にストロークＳが大きくなり、カーブが立
ち上がったときの温度をＴｆｂとし、また、ノズル１からの樹脂３の流出がほぼ終了して
カーブがねたときの温度をＴｅｎｄとする。そして、ＴｆｂのときのストロークＳｆｂと
ＴｅｎｄのときのストロークＳｅｎｄとの中間値となるＳ１／２のときの温度をＴ１／２
温度としている。この装置を用いた昇温法による測定は、試験時間の経過と共に一定の割
合で昇温しながら試験することで、試料が固体域から遷移域、ゴム状弾性域を経て流動域
に至るまでの過程を連続的に測定することができる。この装置により、流動域における各
温度のせん断速度、粘度が簡便に測定できる。
【００２５】
　流出開始温度Ｔｆｂは、ポリエステル樹脂のシャープメルト性、低温定着性の指標とな
るもので、あまり高温であると低温定着性が悪化し、コールドオフセットが発生しやすく
なる。また、あまり低温であると保存安定性が低下し、ホットオフセットが発生しやすく
なる。したがって、トナーの流出開始温度Ｔｆｂは９０℃～１１５℃であることがより好
ましく、９０～１１０℃であることが特に好ましい。
【００２６】
　また、１／２法によるトナーの溶融温度Ｔ１／２及び流出終了温度Ｔｅｎｄは、耐ホッ
トオフセット性の指標となるもので、いずれもがあまり高温すぎると溶液粘度が高くなる
ため粒子形成時の粒度分布が劣化する。また、いずれもが低温すぎるとオフセットが発生
しやすくなり、実用性が低下する。そのため、１／２法による溶融温度Ｔ１／２は１２０
℃～１６０℃であることが必要であり、１３０～１６０℃であることがより好ましく、流
出終了温度Ｔｅｎｄは１３０℃～２１０℃が好ましく、１３０℃～１８０℃がより好まし
い。Ｔｆｂ、Ｔ１／２、Ｔｅｎｄを上記範囲内とすることで幅広い温度範囲で定着が可能
となる。
【００２７】
　また、前述したポリエステル樹脂としては、架橋ポリエステル樹脂を含有し、該結着樹
脂のテトラヒドロフラン不溶分が０．１～２０質量％の範囲、さらに好ましくは、０．２
～１０質量％の範囲、さらに好ましくは０．２～６質量％の範囲である。このように結着
樹脂をテトラヒドロフラン不溶分が０．１～２０質量％のポリエステル樹脂とすることに
より、良好な耐ホットオフセット性を確保することができ好ましい。０．１質量％よりも
少ないと、耐ホットオフセット改善効果が不足するため好ましくない。２０質量％よりも
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多いと溶液粘度が高くなりすぎ、定着開始温度が高くなり、定着性のバランスがくずれる
ため、好ましくない。また、シャープメルト性が損なわれるため、カラー画像における透
明性、色再現性、光沢が劣るため好ましくない。
【００２８】
　結着樹脂のテトラヒドロフラン不溶分は、樹脂１ｇを精秤し、テトラヒドロフラン４０
ｍｌ中に加えて完全に溶解し、桐山濾紙（Ｎｏ．３）を置いたロート（直径４０ｍｍ）の
上にラヂオライト（昭和化学社製＃７００）２ｇを均一に敷いて濾過し、ケーキをアルミ
シャーレ上にあけて、その後１４０℃で１時間乾燥し、乾燥重量を測定する。そして、最
初の樹脂サンプル量で乾燥重量中の残存樹脂量を割った値を百分率で算出し、この値を結
着樹脂のテトラヒドロフラン不溶分とする。
【００２９】
　また、結着樹脂としては、高粘性の架橋ポリエステル樹脂と低粘性の分岐型、あるいは
直鎖型ポリエステル樹脂を含有しているのがより好ましい。すなわち、本発明のポリエス
テル樹脂においては、結着樹脂を１種類のポリエステル樹脂によって構成してもよいが、
一般的に高分子量で高粘性となる架橋型のポリエステル樹脂（架橋ポリエステル樹脂）と
、低分子量で低粘性となる分岐型、あるいは直鎖型ポリエステル樹脂とをブレンドして用
いることが樹脂の製造上も、また良好な定着開始温度及び耐ホットオフセット性を得るた
めにも実際的であり好ましい。ブレンドして用いる場合には、ブレンドした樹脂のフロー
テスター値が上記数値範囲に入ればよい。本発明では、架橋ポリエステル樹脂はテトラヒ
ドロフランに不溶な成分を有する樹脂を示し、分岐型、あるいは直鎖型ポリエステル樹脂
は、上記ゲル分の測定でゲル分がなく、テトラヒドロフランに溶解する樹脂を示す。
【００３０】
　本発明では、結着樹脂として溶融粘度の異なる複数のポリエステル樹脂を用いることが
できるが、たとえば、低粘性の分岐型あるいは直鎖型ポリエステル樹脂と高粘性の架橋ポ
リエステル樹脂との混合物を用いる場合、以下に示すような条件の分岐型あるいは直鎖状
ポリエステル樹脂（Ａ）と架橋型あるいは分岐型のポリエステル樹脂（Ｂ）との混合物と
するのがより好ましい。この時、ブレンドした樹脂のフローテスター値は上記数値範囲内
に入る様、樹脂（Ａ）、樹脂（Ｂ）の溶融粘度及び配合量を適宜調節する。
【００３１】
　すなわち、ポリエステル樹脂（Ａ）としてフローテスターによるＴ１／２温度が８０℃
以上、１２０℃未満であり、ガラス転移温度Ｔｇが４０℃～７０℃の分岐型あるいは直鎖
状ポリエステル樹脂、またポリエステル樹脂（Ｂ）として、フローテスターによるＴ１／
２温度が１２０℃以上、２１０℃以下であり、ガラス転移温度Ｔｇが５０～７５℃の架橋
型あるいは分岐型のポリエステル樹脂、さらに、これらポリエステル樹脂（Ａ）とポリエ
ステル樹脂（Ｂ）との重量比率が、（Ａ）／（Ｂ）＝２０／８０～８０／２０であり、ま
た、Ｔ１／２温度をそれぞれＴ１／２（Ａ）、Ｔ１／２（Ｂ）としたとき、２０℃＜Ｔ１
／２（Ｂ）－Ｔ１／２（Ａ）＜１００℃の関係にあるものが好ましく用いられる。
【００３２】
　フローテスターによる各温度特性を考えると、樹脂（Ａ）の１／２法による溶融温度Ｔ
１／２（Ａ）はシャープメルト性、低温定着性を付与するための指標となるもので、Ｔ１
／２（Ａ）が８０～１１５℃の範囲であることがより好ましく、９０～１１０℃の範囲で
あることが特に好ましい。
【００３３】
　これらの性能により規定される樹脂（Ａ）は軟化温度が低く、ヒートロールによる定着
プロセスにおいて、ヒートロールの低温化やプロセス速度の高速化により与えられる熱エ
ネルギーが減少した場合でも、十分に溶融し、耐コールドオフセット及び低温定着性に優
れた性能を発揮する。
【００３４】
　樹脂（Ｂ）の１／２法による溶融温度Ｔ１／２（Ｂ）及び流出終了温度Ｔｅｎｄ（Ｂ）
が共に低すぎる場合には、ホットオフセットが発生しやすくなり、また、高すぎる場合に
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は粒子形成時の粒度分布が悪化して生産性が低下するため、Ｔ１／２（Ｂ）は１２５℃～
２１０℃であることがより好ましく、１３０℃～２００℃であることが特に好ましい。
【００３５】
　これらの性能により規定される樹脂（Ｂ）は、ゴム弾性傾向が強く、かつ高い溶融粘度
を持つため、定着プロセスにおける加熱溶融時でも溶融したトナー層の内部凝集力が維持
され、ホットオフセットが発生しにくく、かつ定着後もその強靱さから優れた耐摩擦性を
発揮する。
【００３６】
　樹脂（Ａ）と樹脂（Ｂ）をバランス良く配合することで、広い温度領域における耐オフ
セット性能と低温定着性能を十分に満足するトナーが提供できる。樹脂（Ａ）と樹脂（Ｂ
）の重量比率（Ａ）／（Ｂ）が小さすぎる場合には定着性に影響を及ぼし、また、大きす
ぎる場合には耐オフセット性に影響を及ぼすため２０／８０～８０／２０であることが好
ましく、３０／７０～７０／３０であることが更に好ましい。
【００３７】
　また、樹脂（Ａ）と樹脂（Ｂ）との１／２法による溶融温度をそれぞれＴ１／２（Ａ）
、Ｔ１／２（Ｂ）としたときに、低温定着性と耐オフセット性の両立の観点から、また、
樹脂間の粘度の差からくる問題を生じることなく均一に混合しやすくためには、Ｔ１／２
（Ｂ）－Ｔ１／２（Ａ）の範囲は２０℃を越え、９０℃以下であることがより好ましく、
２０を越え８０℃以下であることが特に好ましい。
【００３８】
　ガラス転移温度（Ｔｇ）は、島津製作所製示差走査熱量計（ＤＳＣ－５０）を用いて、
セカンドラン法で毎分１０℃の昇温速度で測定して得られる値である。ポリエステル樹脂
（Ａ）のＴｇが４０℃未満、あるいはポリエステル樹脂（Ｂ）のＴｇが５０℃未満である
と、得られるトナーが貯蔵中または現像機中でブロッキング（トナーの粒子が凝集して塊
になる現象）を起こしやすくなり好ましくない。一方、ポリエステル樹脂（Ａ）のＴｇが
７０℃を越えると、あるいはポリエステル樹脂（Ｂ）のＴｇが７５℃を越えると、トナー
の定着温度が高くなり好ましくない。このように、結着樹脂となるポリエステル樹脂とし
て、上記の関係にあるポリエステル樹脂（Ａ）およびポリエステル樹脂（Ｂ）を用いるこ
とにより、得られるトナーはより良好な定着性を有するようになり好ましい。
【００３９】
　さらに、ポリエステル樹脂からなる結着樹脂としては、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）
可溶分のゲルパーミュエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）法による分子量測定で、
重量平均分子量が３万以上、好ましくは３７，０００以上、重量平均分子量（Ｍｗ）／数
平均分子量（Ｍｎ）が１２以上、好ましくは１５以上、分子量６０万以上の成分の面積比
率が全体の０．３％以上、好ましくは０．５％以上、分子量１万以下の成分の面積比率が
２０～８０％、好ましくは３０～７０％、の条件を満たすことが良好な定着性を得るうえ
で好ましい。複数の樹脂をブレンドする場合には、最終的な樹脂混合物のＧＰＣ測定結果
が上記数値範囲内に入ればよい。
【００４０】
　本発明におけるポリエステル樹脂において、分子量６０万以上の高分子量成分は耐ホッ
トオフセット性を確保する機能を有している。一方、分子量が１万以下の低分子量成分は
樹脂の溶融粘度を下げ、シャープメルト性を発現させ定着開始温度を低下するために効果
的であり、分子量１万以下の樹脂成分を含有することが好ましい。オイルレス定着方式に
おける低温定着、耐ホットオフセット性、透明性等の良好な熱特性を得るには、結着樹脂
がこのようにブロードな分子量分布を有することが好ましい。
【００４１】
　結着樹脂のＴＨＦ可溶分の分子量は、ＴＨＦ可溶物を０．２μｍのフィルターで濾過し
た後、東ソー製ＧＰＣ・ＨＬＣ－８１２０、東ソー製カラム「ＴＳＫｇｅｌＳｕｐｅｒＨ
Ｍ－Ｍ」（１５ｃｍ）を３本使用し、ＴＨＦ溶媒（流速０．６ｍｌ／ｍｉｎ、温度４０℃
）で測定し、単分散ポリスチレン標準試料で作成した分子量校正曲線を使用することによ
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り分子量を算出したものである。
【００４２】
　ポリエステル樹脂の酸価（樹脂１ｇを中和するのに必要なＫＯＨのｍｇ数）は、上記の
ような分子量分布を得やすいこと、乳化分散による微粒子の造粒性を確保しやすいこと、
得られるトナーの環境安定性（温度・湿度が変化したときの帯電性の安定性）を良好なも
のに保ちやすいことなどから、１～２０ｍｇＫＯＨ／ｇの範囲が好ましい。なお、ポリエ
ステル樹脂の酸価は、前述したように多価カルボン酸と多価アルコールとの縮重合によっ
て得られたポリエステル樹脂に、さらにモノカルボン酸、及び／又はモノアルコールを加
える以外にも、原料の多塩基酸と多価アルコールの配合比と反応率により、ポリエステル
の末端のカルボキシル基を制御することによって調整することができる。あるいは、多塩
基酸成分として無水トリメリット酸を使用することにより、ポリエステルの主鎖中にカル
ボキシル基を有するものを形成することができる。
【００４３】
　次に、トナー母粒子には、離型剤を含有させることができる。離型剤としてはポリプロ
ピレンワックス、ポリエチレンワックス、フィーシャートロプシュワックス等の炭化水素
系ワックス類、合成エステルワックス類、カルナバワックス、ライスワックス等の天然エ
ステル系ワックス類の群の中から選ばれた離型剤が用いられる。中でも、カルナバワック
ス、ライスワックス等の天然系エステルワックス、多価アルコールと長鎖モノカルボン酸
から得られる合成エステルワックス類が好適に用いられる。合成エステルワックスとして
は、例えば、WEP-5（日本油脂社製）が好適に用いられる。離型剤の含有量は、１質量％
未満であると離型性が不十分となりやすく、４０質量％を越えるとワックスがトナー粒子
表面に露出しやすくなり、帯電性や保存安定性が低下しやすくなるため、１～４０質量％
の範囲内が好ましい。
【００４４】
　また、電荷制御剤を含有させることができる。負帯電性電荷制御剤としてはトリメチル
エタン系染料、サリチル酸の金属錯塩、ベンジル酸の金属錯塩、銅フタロシアニン、ペリ
レン、キナクリドン、アゾ系顔料、金属錯塩アゾ系染料、アゾクロムコンプレックス等の
重金属含有酸性染料、カッリクスアレン型のフエノール系縮合物、環状ポリサッカライド
、カルボキシル基および／またはスルホニル基を含有する樹脂等が挙げられる。電荷制御
剤の含有量は０．０１～１０質量％であることが好ましい。特に０．１～６質量％である
ことが好ましい。
【００４５】
　また、着色剤としては、特に制限はなく、公知慣用のものが用いられるが、特に顔料が
好適に用いられる。黒色顔料としては、例えばカーボンブラック、シアニンブラック、ア
ニリンブラック、フェライト、マグネタイト等が挙げられる。また、下記の有彩色顔料を
黒色となるように配合したものを使用することもできる。
【００４６】
　黄色顔料としては、例えば、黄鉛、亜鉛黄、カドミウムイエロー、黄色酸化鉄、黄土、
チタン黄、ナフトールイエローＳ、ハンザイエロー１０Ｇ、ハンザイエロー５Ｇ、ハンザ
イエローＧ、ハンザイエローＧＲ、ハンザイエローＡ、ハンザイエローＲＮ、ハンザイエ
ローＲ、ピグメントイエローＬ、ベンジジンイエロー、ベンジジンイエローＧ、ベンジジ
ンイエローＧＲ、パーマネントイエローＮＣＧ、バルカンファーストイエロー５Ｇ、バル
カンファーストイエローＲ、キノリンイエローレーキ、アンスラゲンイエロー６ＧＬ、パ
ーマネントイエローＦＧＬ、パーマネントイエローＨ１０Ｇ、パーマネントイエローＨＲ
、アンスラピリミジンイエロー、その他イソインドリノンイエロー、クロモフタルイエロ
ー、ノボパームイエローＨ２Ｇ、縮合アゾイエロー、ニッケルアゾイエロー、銅アゾメチ
ンイエロー等が挙げられる。
【００４７】
　赤色顔料としては、例えば赤色黄鉛、モリブデンオレンジ、パーマネントオレンジＧＴ
Ｒ、ピラゾロンオレンジ、バルカンオレンジ、インダスレンブリリアントオレンジＲＫ、
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インダスレンブリリアントオレンジＧＫ、ベンジジンオレンジＧ、パーマネントレッド４
Ｒ、パーマネントレッドＢＬ、パーマネントレッドＦ５ＲＫ、リソールレッド、ピラゾロ
ンレッド、ウォッチングレッド、レーキレッドＣ、レーキレッドＤ、ブリリアントカーミ
ン６Ｂ、ブリリアントカーミン３Ｂ、ローダミンレーキＢ、アリザリンレーキ、パーマネ
ントカーミンＦＢＢ、ベリノンオレンジ、イソインドリノンオレンジ、アンスアンスロン
オレンジ、ピランスロンオレンジ、キナクリドンレッド、キナクリドンマゼンタ、キナク
リドンスカーレット、ペリレンレッド等が挙げられる。
【００４８】
　青色顔料としては、例えばコバルトブルー、セルリアンブルー、アルカリブルーレーキ
、ピーコックブルーレーキ、ファナトーンブルー６Ｇ、ビクトリアブルーレーキ、無金属
フタロシアニンブルー、銅フタロシアニンブルー、ファーストスカイブルー、インダスレ
ンブルーＲＳ、インダスレンブルーＢＣ、インジコ等が挙げられる。
【００４９】
　これら着色剤の使用量は、結着樹脂１００質量部当たり１～５０質量部の範囲が好まし
く、２～１５質量部の範囲が特に好ましい。
【００５０】
　次に、トナー母粒子の製造方法を説明する。
第１工程では、有機溶剤中にポリエステル樹脂を投入して、樹脂を溶解分散することによ
り（必要に応じ加熱して）ポリエステル樹脂と有機溶剤とを含む混合物を調整する。この
場合、トナー用原料として各種着色剤、離型剤または電荷制御剤、あるいはその他の添加
物から選択される１種以上をポリエステル樹脂と共に用いることができる。本発明におい
ては、着色剤をポリエステル樹脂と共に有機溶剤中に分散させることが好ましく、更に離
型剤、電荷制御剤等の各種添加剤も同様に溶解あるいは分散させるのが特に好ましい。
【００５１】
　有機溶剤中にポリエステル樹脂、及び、必要に応じて着色剤、離型剤、電荷制御剤等の
各種添加剤を、溶解あるいは分散させる手段としては、以下の方法を用いることが好まし
い。ポリエステル樹脂、着色剤、離型剤、電荷制御剤等の各種添加剤を含む混合物を加圧
ニーダー、加熱２本ロール、２軸押し出し混練機などを用いて、使用するポリエステル樹
脂を軟化点以上、且つ熱分解温度以下の温度に加熱して混練する。この時、着色剤等はマ
スターバッチとして溶融混練してもよい。その後、得られた混練チップをデスパー等の攪
拌機により有機溶剤中に溶解、ないし分散して調製する。あるいは、ポリエステル樹脂と
着色剤、離型剤、電荷制御剤等の各種添加剤を有機溶剤と混合し、これをボールミル等に
より湿式混練する。この場合、着色剤や離型剤等はあらかじめ別々に予備分散を行ってか
ら混合しても良い。
【００５２】
　上記のより具体的な手段としては、ボールミル、ビーズミル、サンドミル、連続式ビー
ズミル等のメディアを用いた混合・分散機中に、予め有機溶媒にポリエステル樹脂を溶解
した樹脂溶液、及び着色剤や離型剤を加え、攪拌・分散させることによりマスターバッチ
とし、更に希釈用のポリエステル樹脂、追加の有機溶剤を混合することにより有機溶媒中
に着色剤や離型剤等が微分散した樹脂溶液を製造する方法がある。このとき、着色剤や離
型剤等を未処理のまま直接ボールミル等の混合・分散機に投入するよりも、あらかじめ、
低粘度のポリエステル樹脂と着色剤、あるいは離型剤等を加圧ニーダー、加熱２本ロール
で混練・分散してマスターバッチとしたものを用いるのが好ましい。以上のような製法に
よれば、ポリエステル樹脂の高分子成分（ゲル成分）が切断されないため、溶融混練によ
り分散するの方法よりも好ましい。
【００５３】
　ポリエステル樹脂と必要に応じて添加する着色剤や離型剤等とを溶解あるいは分散させ
るための有機溶剤としては、例えばペンタン、ヘキサン、ヘプタン、ベンゼン、トルエン
、キシレン、シクロヘキサン、石油エーテルのごとき炭化水素類；塩化メチレン、クロロ
ホルム、ジクロロエタン、ジクロロエチレン、トリクロロエタン、トリクロロエチレン、
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四塩化炭素のごときハロゲン化炭化水素類；アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソ
ブチルケトンのごときケトン類；酢酸エチル、酢酸ブチルのごときエステル類、などが用
いられる。これらの溶剤は、２種以上を混合して用いることもできるが、溶剤回収の点か
ら、同一種類の溶剤を単独で使用することが好ましい。また、有機溶剤は、結着樹脂を溶
解するものであり、毒性が比較的低く、かつ後工程で脱溶剤し易い低沸点のものが好まし
く、そのような溶剤としてはメチルエチルケトンが最も好ましい。
【００５４】
　次に、ポリエステル樹脂および有機溶剤を含む混合物を水性媒体中に乳化する方法とし
ては、ポリエステル樹脂と必要に応じて添加される着色剤等と有機溶剤からなる上記の方
法で調整された混合物を、塩基性中和剤の存在下に、水性媒体と混合して乳化するのが好
ましい。この工程においては、ポリエステル樹脂と着色剤等と有機溶剤からなる混合物に
水性媒体（水または水を主成分とする液媒体）を徐々に添加する方法が好ましい。その際
には、前記混合物の有機連続相に水を徐々に添加することで、Water in Oilの不連続相が
生成し、さらに水を追加して添加することで、Oil in Waterの不連続相に転相して、水性
媒体中に前記混合物が粒子（液滴）として浮遊する懸濁・乳化液が形成される（以下、こ
の方法を転相乳化という）。転相乳化においては、有機溶剤と添加した水の合計量に対す
る水の比率が３０～７０％となるように水を添加する。より好ましくは３５～６５％であ
り、特に４０～６０％であることが好ましい。使用する水性媒体は水であることが好まし
く、さらに好ましくは、脱イオン水である。
【００５５】
　ポリエステル樹脂は、酸性基含有ポリエステル樹脂であることが好ましく、該酸性基を
中和することにより自己水分散性となるポリエステル樹脂であることが好ましい。自己水
分散型ポリエステル樹脂の酸価は１～２０ｍｇＫＯＨ／ｇであることが好ましい。自己水
分散性を有する樹脂は、酸性基が塩基性中和剤により中和されることによりアニオン型と
なる。その結果、樹脂の親水性が増加して水性媒体中に分散安定剤や界面活性剤を使用し
なくとも安定に分散することができる（アニオン型自己水分散型ポリエステル樹脂）。酸
性基としてはカルボキシル基、スルホン酸基、リン酸基等の酸性基が挙げられるが、中で
もカルボキシル基がトナーの帯電特性の面から好ましい。また、中和用の塩基性物質とし
ては、特に制限はなく、例えば水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、アンモニアのごとき
無機塩基や、ジエチルアミン、トリエチルアミン、イソプロピルアミンのごとき有機塩基
が用いられる。中でも、アンモニア、水酸化ナトリウム、水酸化カリウムのごとき無機塩
基が好ましい。ポリエステル樹脂を水性媒体中に分散するためには、懸濁安定剤や、界面
活性剤等の分散安定剤を添加する方法があるが、懸濁安定剤や、界面活性剤を添加して乳
化させる方法では高剪断力が必要となる。その結果、粗大粒子の発生、粒度分布がブロー
ドになるため好ましくない。したがって、自己水分散性樹脂を用い、樹脂が有する酸性基
を塩基性化合物により中和することが好ましい。
【００５６】
　ポリエステル樹脂の酸性基（カルボキシル基）を塩基で中和する方法としては、例えば
、（１）酸性基を有するポリエステル樹脂、着色剤、ワックスおよび有機溶剤を含有する
混合物を製造した後、塩基で中和する方法、あるいは（２）水性媒体中に予め塩基性中和
剤を混合しておき、転相乳化する際に前記混合物に含まれるポリエステル樹脂の酸性基を
中和する方法が挙げられる。また、転相乳化の方法としては、（Ａ）前記混合物を水性媒
体中に加えて乳化する方法、あるいは（Ｂ）前記混合物中に水性媒体を添加する方法が挙
げられる。前記の（１）と（Ｂ）を組み合わせた方法を採ることにより、粒度分布がシャ
ープとなり好ましい。
【００５７】
　転相乳化においては、ホモミクサー（特殊機化工業株式会社）、あるいはスラッシャー
（三井鉱山株式会社）、キャビトロン（株式会社ユーロテック）、マイクロフルイダイザ
ー（みづほ工業株式会社）、マントン・ゴーリンホモジナイザー（ゴーリン社）、ナノマ
イザー（ナノマイザー株式会社）、スタテイックミキサー（ノリタケカンパニー）などの
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高シェア乳化分散機機や連続式乳化分散機等が使用できる。しかし、このような高シェア
がかかる分散機を用いるよりも、例えば、特開平９－１１４１３５号公報記載の攪拌装置
、アンカー翼、タービン翼、ファウドラー翼、フルゾーン翼、マックスブレンド翼、半月
翼等を使用することが好ましい。中でも、マックスブレンド翼やフルゾーン翼のような均
一混合性に優れた大型翼がさらに好ましい。水性媒体中に前記混合物の微粒子を形成させ
るための乳化工程（転相乳化工程）においては、攪拌翼の周速は、０．２～１０ｍ／ｓが
好ましい。０．２～８ｍ／ｓ未満の低シェアで攪拌しながら水を滴下する方法がより好ま
しい。特に好ましくは０．２～６ｍ／ｓである。攪拌翼の周速が１０ｍ／ｓよりも早いと
、転相乳化時の分散径が大きくなり好ましくない。一方、周速が０．２ｍ／ｓよりも遅い
と、攪拌が不均一となり、転相が均一に起こらず、粗大粒子が発生する傾向となり好まし
くない。また、転相乳化時の温度は、特に制限はないが、温度が高いほど粗大粒子の発生
が多くなるため好ましくない。また、低温すぎるとポリエステル樹脂および有機溶剤を含
む混合物の粘度が上昇し、やはり粗大粒子の発生が多くなるため好ましくない。転相乳化
時の温度範囲としては１０～４０℃が好ましい。さらに好ましくは２０～３０℃の範囲で
ある。
【００５８】
　自己水分散性樹脂を用いて、低シェア下において転相乳化を行うことにより、微粉や粗
大粒子の発生を抑えることができ、その結果、次の合一工程において均一な粒度分布の微
粒子の凝集体を製造することが容易になる。また、更に、自己水分散性のないポリエステ
ル樹脂を用いた場合や、高シェア下において転相乳化を行った場合には、粗大粒子の発生
や樹脂の低分子量成分が微粉を発生させ、トナー粒子の粒度分布を広くし、さらには、低
分子量成分を含む粒子が、その後の工程で行われる篩い分け等で除去されてしまい、トナ
ーの低温定着性を悪化させてしまうといった不都合を引き起こすが、自己水分散性樹脂を
用いたり、低シェア下において転相乳化を行うことによりそのような不都合が発生しない
。
【００５９】
　第１工程で製造する微粒子の５０％体積平均粒径は、１μｍを越えて６μｍ以下、より
好ましくは１μｍを越えて４μｍの範囲である。１μｍ以下であると着色剤や、離型剤を
用いた場合、ポリエステル樹脂により十分カプセル化されないため、帯電特性、現像特性
に悪影響を及ぼし好ましくない。また、粒径が大きいと、得られるトナーの粒径が限定さ
れるため、目的とするトナーの粒径よりも小粒径にする必要があるが、６μｍよりも大き
いと粗大粒子が発生しやすくなるため好ましくない。また、第１工程で製造する微粒子の
粒度分布は、１０μｍ以上の体積粒径の比率が２％以下、より好ましくは１％以下であり
、５μｍ以上の体積粒径の比率が１０％以下、より好ましくは６％以下である。
【００６０】
　次に、第２工程では、第１工程で得られた微粒子を合一させることにより該微粒子の凝
集体を生成させ、所望の粒径のトナー粒子を形成させる。第２工程では、溶剤量、温度、
分散安定剤及び電解質の種類あるいは添加量、攪拌条件等を適宜制御することで、所望の
凝集体を得ることができる。乳化重合により微粒子を製造し、その後、微粒子を凝集させ
た後、温度を上げて融着させることで会合体を製造する方法は良く知られている。本発明
における製造方法は、上記のような凝集・融着の２段からなる工程を経て製造される会合
体と異なり、凝集と同時に融着工程を含む１段の工程で凝集体を得る製造方法（合一によ
る製造方法）であり、加温せずに、短時間で球形あるいは略球形の粒子を得ることができ
るという特徴を有している。
【００６１】
　第２工程では、第１工程で得られた微粒子の分散液を水で希釈し溶剤量を調整する。そ
の後、分散安定剤を添加し、分散安定剤の存在下に電解質の水溶液を滴下することで合一
を進め、所定粒径の凝集体を得る。第１工程までで得られる自己水分散性樹脂から形成さ
れた微粒子は、カルボン酸塩による電気二重層の作用により水性媒体中で安定に分散して
いる。第２工程では、微粒子が分散している水性媒体中に電気二重層を破壊、あるいは縮
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小させる電解質を添加することで、粒子を不安定化させる。
【００６２】
　電解質としては、例えば塩酸、硫酸、リン酸、酢酸、シュウ酸などの酸性物質がある。
また、硫酸ナトリウム、硫酸アンモニュウム、硫酸カリウム、硫酸マグネシウム、リン酸
ナトリウム、リン酸二水素ナトリウム、塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化アンモニウ
ム、塩化カルシュウム、酢酸ナトリウム等の有機、無機の水溶性の塩等も有効に用いるこ
とができる。合一させるために添加するこれらの電解質は、単独でも、あるいは２種類以
上の物質を混合してもよい。中でも、硫酸ナトリウムや硫酸アンモニュウムのごとき１価
のカチオンの硫酸塩が均一な合一を進める上で好ましい。第１工程で得られた微粒子は溶
剤により膨潤しており、かつ電解質の添加により粒子の電気二重層が収縮した不安定な状
態となっているため、低シェアー（低剪断力）の攪拌による粒子同士の衝突でも容易に合
一が進行する。
【００６３】
　しかし、電解質等の添加だけでは、系内の微粒子の分散安定性が不安定になっているた
め、合一が不均一となり粗大粒子や凝集物が発生する。電解質や酸性物質により生成した
微粒子の凝集体が、再合一を繰り返して、目的とする粒子径以上の凝集体を形成するのを
防止するためには、電解質等を添加する前に、ヒドロキシアパタイト等の無機分散安定剤
やイオン性、あるいはノニオン性の界面活性剤を分散安定剤として添加する必要がある。
使用する分散安定剤は、後から添加する電解質の存在下においても分散安定性を保持でき
る特性が必要である。そのような特性を有する分散安定剤としては、例えばポリオキシエ
チレンノニルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ポリオ
キシエチレンドデシルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオ
キシエチレン脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタ
ン脂肪酸エステル等、あるいは各種プルロニック系等のノニオン型の乳化剤、あるいはア
ルキル硫酸エステル塩型のアニオン性乳化剤、また、第四級アンモニウム塩型のカチオン
型の分散安定剤等がある。中でも、アニオン型、ノニオン型の分散安定剤が少量の添加量
であっても系の分散安定性に効果があり、好ましい。ノニオン型の界面活性剤の曇点は４
０℃以上であることが好ましい。以上に記載した界面活性剤は単独で用いても、２種類以
上を混合して用いてもよい。分散安定剤（乳化剤）の存在下に電解質を添加することで、
不均一な合一を防止することが可能となり、その結果、シャープな粒度分布が得られ、そ
れに伴い、収率の向上が達成される。
【００６４】
　また、均一な合一を進める上では、合一時の攪拌条件が重要である。例えば、特開平９
－１１４１３５で開示されているような攪拌装置、アンカー翼、タービン翼、ファウドラ
ー翼、フルゾーン翼、マックスブレンド翼、コーンケープ翼、ヘリカル翼、ダブルヘリカ
ル翼、半月翼等から適宜選択して使用される。中でも、マックスブレンド翼やフルゾーン
翼のような均一混合性に優れた大型翼が好ましい。溶剤により膨潤した微粒子同士が攪拌
による衝突により合一して凝集する。そのため、ホモミキサーのようなステーターとロー
ターからなる高剪断装置や、タービン翼のような局所的に高剪断がかかり、全体を均一に
攪拌する能力の弱い攪拌翼では合一が不均一となり、粗大粒子の発生につながりやすい。
そのため、攪拌条件としては、周速が０．２～１０ｍ／ｓであることが好ましく、０．２
～８ｍ／ｓ未満がより好ましい。特に好ましくは０．２～６ｍ／ｓである。周速が１０ｍ
／ｓよりも早いと、不均一な合一が発生して粗大粒子が発生しやすくなるので好ましくな
い。また、０．２ｍ／ｓよりも遅いと、攪拌シェアが不足するため、やはり不均一な合一
が発生し粗大粒子が発生する傾向となるため好ましくない。微粒子同士の衝突のみにより
合一が進行し、合一した凝集体が再び解離・分散することはない。そのため、超微粒子の
発生が少なく、かつシャープな粒度分布となるため収率の向上が達成できる。
【００６５】
　第２工程においては、第１工程で転相乳化により得られた微粒子の分散液を必要に応じ
て水でさらに希釈することが好ましい。その後、分散安定剤、及び電解質を順次添加して
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合一を行う。あるいは、分散安定剤及び／又は電解質の水溶液を添加することで分散液中
の溶剤量を調整し、所定粒径の粒子を得る手順を採ることが好ましい。電解質を添加した
後の系中に含まれる溶剤量としては、５～２５質量％の範囲内であることが好ましい。ま
た、５～２０質量％の範囲内がより好ましく、特に、５～１８質量％の範囲内が好ましい
。溶剤量が５質量％よりも少ないと、合一に要する電解質量が多くなり好ましくない。ま
た、溶剤量が２５質量％よりも多いと不均一な合一による凝集物発生が多くなり、また、
分散安定剤の添加量が多くなるため好ましくない。
【００６６】
　溶剤量を調整することで合一後のトナー粒子の形状をコントロールすることができる。
溶剤量が１３～２５質量％の範囲では溶剤による微粒子の膨潤度が大きいため、合一によ
り球形～略球形の粒子を容易に得ることができる。一方、溶剤量を５～１３質量％の範囲
にすると溶剤による微粒子の膨潤度が小さいため、異形～略球形のトナー粒子が容易に得
られる。
【００６７】
　使用する分散安定剤の量は、例えば微粒子の固形分含有量に対し、０．５～３．０質量
％の範囲内が好ましい。０．５～２．５質量％の範囲内がより好ましく、１．０～２．５
質量％の範囲内が特に好ましい。０．５質量％よりも少ないと、目的とする粗大粒子発生
に対する防止効果が得られない。一方、３．０質量％よりも多いと、電解質の量を増加し
ても合一が十分に進行せず、所定粒径の粒子が得られなくなり、結果として、微粒子が残
存してしまい収率を低下させるため好ましくない。
【００６８】
　また、使用する電解質の量は、微粒子の固形分含有量に対し、０．５～１５質量％の範
囲内であることが好ましい。１～１２質量％の範囲内であることがより好ましく、１～１
０質量％の範囲内であることが特に好ましい。電解質の量が０．５質量％よりも少ないと
、合一が十分に進行しないため好ましくない。また、電解質の量が１５質量％よりも多い
と、合一が不均一となり、凝集物の発生や、粗大粒子が発生し収率を低下させるため好ま
しくない。
【００６９】
　また、合一時の温度は１０～５０℃の範囲内が好ましい。より好ましくは２０～４０℃
の範囲内であり、２０～３５℃であることが特に好ましい。温度が１０℃よりも低いと、
合一が進行しにくくなるため好ましくない。また、温度が５０℃よりも高いと、合一速度
が速くなり、凝集物や、粗大粒子が発生しやすくなるため好ましくない。２０～４０℃の
低温の条件で、合一による会合体の生成が可能である。
【００７０】
　第１工程、及び第２工程では、種々の実施形態をとることが可能である。中でも、好ま
しい実施形態としては、以下の（１）～（４）がある。（１）ポリエステル樹脂と着色剤
、必要に応じて離型剤、電荷制御剤からなる樹脂溶液を用いて、上記の第１工程により微
粒子を製造し、第２工程（合一工程）を行う方法、（２）ポリエステル樹脂と着色剤、必
要に応じて離型剤からなる樹脂溶液を用いて、上記の第１工程により微粒子を製造し、電
荷制御剤の分散液を混合して、第２工程（合一工程）を行う方法、（３）ポリエステル樹
脂からなる微粒子を上記の第１工程により製造し、着色剤の分散液、及び、必要に応じて
離型剤、電荷制御剤の各分散液の１種以上をそれぞれ別々に用意し、それらを混合した後
に第２工程（合一工程）を行う方法、（４）ポリエステル樹脂と離型剤からなる樹脂溶液
を用いて、上記の第１工程により微粒子を製造し、着色剤の分散液、必要に応じて電荷制
御剤の分散液を混合して、第２工程（合一工程）を行う方法である。
【００７１】
　ここで用いる着色剤分散液、電荷制御剤分散液、離型剤分散液等の各種分散液は、下記
のようにして得ることができる。たとえば、それぞれの物質をポリオキシエチレンアルキ
ルフェニルエーテル等で代表されるノニオン系の界面活性剤、アルキルベンゼンスルホン
酸塩、アルキル硫酸エステル塩等で代表されるアニオン系の界面活性剤、あるいは４級ア
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ンモニュウム塩で代表されるカチオン系の界面活性剤等と水中に添加して、メディアによ
る機械的粉砕法により調製できる。あるいは、界面活性剤の代わりに、自己水分散性のポ
リエステル樹脂を用いて、塩基性中和剤の存在下に同様の分散手段で分散液を調製できる
。また、ここで使用する着色剤、離型剤、電荷制御剤は、あらかじめポリエステル樹脂と
溶融混練したものを用いてもよい。この場合、樹脂が吸着することで、各種材料が粒子表
面に露出する程度が緩和され、帯電特性、現像特性において好ましい特性を与える。
【００７２】
　摩擦帯電性能を良好に保持するためには、着色剤等がトナー母粒子表面に露出しないよ
うにすること、すなわち着色剤等がトナー母粒子に内包されたトナー構造とするのが有効
である。トナーの小粒径化に伴う帯電性の悪化は、含有する着色剤やその他の添加物（通
常ワックスなど）の一部がトナー母粒子表面に露出することも原因になっている。すなわ
ち、着色剤等の含有率（質量％）が同じであっても、小粒径化によりトナー母粒子の表面
積が増大し、トナー母粒子表面に露出する着色剤やワックス等の比率が増大し、その結果
、トナー母粒子表面の組成が大きく変化し、トナー母粒子の摩擦帯電性能が大きく変わり
適正な帯電性が得られにくくなる。
【００７３】
　トナー母粒子は、着色剤やワックス等が結着樹脂に内包されているのが望ましく、この
ように内包された構造となることにより、良好な印刷画像が得られる。積極的に着色剤や
離型剤の内包を行うためには、前記の（１）あるいは（２）の方法が好ましい。トナー母
粒子表面に着色剤やワックス等が露出していないことは、例えば、粒子の断面をＴＥＭ（
透過型電子顕微鏡）で観察することにより容易に判定できる。より具体的には、トナー母
粒子を樹脂包埋してミクロトームで切断した断面を、必要ならば酸化ルテニウム等で染色
し、ＴＥＭで観察すると、着色剤やワックス等が粒子内に内包されてほぼ均一に分散して
いることが確認できる。また、電荷制御剤をトナー粒子表面に局在化させて、その機能を
発現させるためには（２）の方法が好ましい。
【００７４】
　第二工程で得られる微粒子の凝集体の形状は、合一の程度により不定形から球形まで変
化させることができる。例えば、平均円形度で表現すれば、０．９４～０．９９まで変化
させることが可能である。なお、この平均円形度は、微粒子の凝集体を乾燥して得られた
トナー粒子のＳＥＭ（走査型電子顕微鏡）写真を撮影し、それを測定し計算することなど
によっても求められるが、フロー式粒子像分析装置（シスメックス製  ＦＰＩＡ２１００
）を使用すると容易に得られる。
【００７５】
　トナー粒子の形状は、平均円形度が０．９７以上の略球形あるいは球形の形状とするこ
とで粉体流動性の向上、転写効率の向上がみられ、トナーとして用いる場合には上記範囲
とすることが好ましい。球形から不定形に近づくと、外添処理に際して後述する混合処理
槽内での流動性が悪く、攪拌羽根の周速を低下させても収率が低下し、また、正帯電トナ
ー量が増え、帯電量分布が拡がるという問題がある。また、球形形状が真球に近づくと、
トナー母粒子への外添剤粒子の均一付着が困難であり、そのため攪拌羽根の周速を上げざ
るを得ず、羽根先端や槽壁への溶着が発生し、収率が低下し、また、遊離外添剤量や正帯
電トナー量も増え、帯電量分布が拡がる傾向がある。
【００７６】
　第３工程は、第２工程で得られた微粒子の凝集体の分散液は、引き続き脱溶剤を行い、
スラリー中から有機溶剤を除去する工程である。次いで、湿式振動ふるいを通すことで樹
脂片等のゴミ、粗大粒子を除去し、遠心分離器、あるいはフィルタープレス、ベルトフィ
ルター等の公知慣用の手段で固液分離を行うことができる。ついで粒子を乾燥させること
によりトナー母粒子を得ることができる。乳化剤や分散安定剤を用いて製造されたトナー
母粒子は、より十分に洗浄することが好ましい。
【００７７】
　乾燥方法としては、公知慣用の方法がいずれも採用可能であるが、例えば、トナー母粒
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方法、などが挙げられる。また、スプレードライヤー等を用いて、水性媒体からのトナー
母粒子の分離と乾燥とを同時に行う方法も挙げられる。特に、トナー母粒子が熱融着や凝
集しない温度で加熱しながら、減圧下で、粉体を攪拌して乾燥させる方法や、加熱乾燥空
気流を用いて瞬時に乾燥させるというフラッシュジェットドライヤー（セイシン企業株式
会社）などを使用する方法が、効率的であり好ましい。
【００７８】
　トナー母粒子の粒度分布については、コールター社製マルチサイザーＴＡ III型による
測定で、５０％体積粒径／５０％個数粒径が１．２５以下であることが好ましく、より好
ましくは１．２０以下である。１．２５以下であると良好な画像を得られやすく好ましい
。また、ＧＳＤは１．３０以下が好ましく、１．２５以下がより好ましい。なお、ＧＳＤ
は、ベックマンコールター社製マルチサイザー III型による測定で、（１６％体積粒径／
８４％体積粒径）の平方根により求められる値である。ＧＳＤの値が小さいほど粒度分布
がシャープになり、良好な画像が得られる。
【００７９】
　トナー母粒子の体積平均粒径として、得られる画像品質などの点から２～６μｍの範囲
にあるものが好ましく、２～４μｍの範囲にあるものがより好ましい。体積平均粒径が小
さくなると解像性や階調性が向上するだけでなく、印刷画像を形成するトナー層の厚みが
薄くなり、ページあたりのトナー消費量が減少するという効果も発現され、好ましい。
【００８０】
  以下に、ポリエステル樹脂の製造例と各物性、およびトナー母粒子の製造例を示す。な
お、特に表示がない限り部は質量部、水は脱イオン水の意である。
【００８１】
　（ポリエステル樹脂合成例）
　２価カルボン酸としてテレフタル酸（ＴＰＡ）、イソフタル酸（ＩＰＡ）、芳香族ジオ
ールとしてポリオキシプロピレン（２．４）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）
プロパン（ＢＰＡ－ＰＯ）、ポリオキシエチレン（２．４）－２，２－ビス（４－ヒドロ
キシフェニル）プロパン（ＢＰＡ－ＥＯ）、脂肪族ジオールとしてエチレングリコール（
ＥＧ）、脂肪族トリオールとしてトリメチロールプロパン（ＴＭＰ）を、下記表１に示す
各モル組成比で用い、重合触媒としてテトラブチルチタネートを全モノマー量に対し０．
３質量％でセパラブルフレスコに仕込み、該フラスコ上部に温度計、攪拌棒、コンデンサ
ー及び窒素導入管を取り付け電熱マントルヒーター中で、常圧窒素気流下にて２２０℃で
１５時間反応させた後、順次減圧し、１０ｍｍＨｇで反応を続行した。反応は、ＡＳＴＭ
・Ｅ２８－５１７に準じる軟化点により追跡し、軟化点が所定の温度となったところで真
空を停止して反応を終了した。合成した樹脂の組成および物性値（特性値）を表１に示す
。
【００８２】
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【表１】

【００８３】
  表中、＞６０万；分子量６０万以上の成分の面積比率
　　　　＜１万；分子量１万以下の成分の面積比率
　　　　ＴＰＡ；テレフタル酸
　　　　ＩＰＡ；イソフタル酸
　　　　ＢＰＡ－ＰＯ；ポリオキシプロピレン（２．４）－２，２－ビス（４－ヒドロキ
　　　　　　　　　　　シフェニル）プロパン
　　　　ＢＰＡ－ＥＯ；ポリオキシエチレン（２．４）－２，２－ビス（４－ヒドロキシ
　　　　　　　　　　　フェニル）プロパン
　　　　ＥＧ；エチレングリコール
　　　　ＴＭＰ；トリメチロールプロパン
　　　　ＦＴ値；フローテスター値
　表１において「Ｔ１／２温度」は、前述したように島津製作所製フローテスタ（ＣＦＴ
－５００）を用いて、ノズル径１．０ｍｍΦ×１．０ｍｍ、単位面積（ｃｍ2 ）当たりの
荷重１０ｋｇ、毎分６℃の昇温速度で測定した値である。また、ガラス転移温度である「
Ｔｇ」（℃）は、島津製作所製示差走査熱量計（ＤＳＣ－５０）を用い、セカンドラン法
により毎分１０℃の昇温速度で測定した値である。
【００８４】
　（離型剤分散液の調製例）
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　カルナバワックス「カルナバワックス１号」（加藤洋行輸入品）５０部とポリエステル
樹脂（表１中、Ｒ１）５０部とを加圧ニーダーで混練後、該混練物とメチルエチルケトン
１８５部とをボールミルに仕込み、６時間攪拌した後取り出し、固形分含有量を２０質量
％に調整し、離型剤の微分散液（Ｗ１）を得た。
【００８５】
　（着色剤マスターチップの調製、及び着色剤分散液の調製例）
　下記の表２の配合にてカラー顔料を樹脂と５０／５０の重量比率で混練し着色剤マスタ
ーチップを作製した。カラー顔料と樹脂は二本ロールで混練し、固形分含有量が４０質量
％となるようにメチルエチルケトンとともにボールミル中に仕込み、３６時間攪拌した後
取り出し、固形分含有量を２０質量％に調整し、着色剤分散液とした。
【００８６】
【表２】

【００８７】
　表２に示した着色剤は以下の通りである。
【００８８】
　シアン顔料：ファーストゲンブルーＴＧＲ（大日本インキ化学工業社製）
　（湿式混練ミルベースの調製）
　上記離型剤分散液、着色剤分散液、希釈樹脂（追加樹脂）、メチルエチルケトンをデス
パーで混合し、固形分含有量を５５％に調整してミルベースを作製した。作製したミルベ
ースの配合を表３に示す。
【００８９】
【表３】

【００９０】
　表３で使用したブレンド樹脂の特性を表４に示した。樹脂のブレンドは２００メッシュ
を通過した樹脂粒子を上記重量比でブレンドして各物性値を測定した。
【００９１】
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【表４】

【００９２】
表中、＞６０万；分子量６０万以上の成分の面積比率
　　　　＜１万；分子量１万以下の成分の面積比率
　（トナー母粒子の製造）
　攪拌翼としてマックスブレンド翼を有する円筒型の２Ｌセパラブルフラスコにミルベー
スを５４５．５部、１規定アンモニア水２３．８部を加えて、スリーワンモーターにより
３５０ｒｐｍにて十分に攪拌した後、脱イオン水１３３部を加え、さらに攪拌を行い、温
度を３０℃に調製した。ついで、同条件下で１３３部の脱イオン水を滴下して転相乳化に
より微粒子分散体を作製した。この時の攪拌翼の周速は１．１９ｍ／ｓであった。次に、
脱イオン水３３３部を加えて溶剤量を調整した。
【００９３】
　次いで、ノニオン型乳化剤であるエパン４５０（第一工業製薬社製）の４．１部を水に
希釈して添加した後、温度を３０℃に、また回転数を２５０ｒｐｍに調整し、３％の硫酸
アンモニュウムの水溶液４１０部を滴下して、分散液中の溶剤量を１５．５質量％とした
。その後、同条件で７０分間攪拌を続け合一操作を終了した。この時の攪拌翼の周速は０
．８５ｍ／ｓであった。得られたスラリーは、遠心分離機で固液分離、洗浄を行い、その
後、真空乾燥機で乾燥を行い、トナー母粒子を得た。得られたトナー母粒子の特性を表５
に示す。
【００９４】

【表５】

【００９５】
  トナー母粒子の粒径・粒度分布は、コールターベックマン社のコールターマルチサイザ
ーIII の１００ミクロンアパーチャーチューブを用いて測定した。Ｄｖ５０は５０％体積
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平均粒径であり、Ｄｖ５０／Ｄｎ５０は体積、及び個数の５０％平均粒径の比である。ま
た、ＧＳＤは、８４％体積平均粒径を１６％体積平均粒径で割った値の平方根である。
【００９６】
  本発明における着色粒子（トナー母粒子）の粒径は、５０％体積平均粒径（Ｄ50）が２
．０～６．０μｍ、好ましくは２．０～４．０μｍである。平均粒径が６．０μｍ以下で
あることにより、６００ｄｐｉ以上の高解像度で潜像を形成しても、解像度の再現性に優
れるものとできる。なお、２．０μｍ以下になると、現像効率が低下することでトナーに
よる隠蔽性が低下するとともに、流動性を高めるために外添剤の使用量が増大し、その結
果、定着性能が低下する傾向がある。
【００９７】
　トナー母粒子形状としては、真球に近い形状のトナー粒子が好ましい。具体的には、ト
ナー母粒子は下記式
　　　　　　　　Ｒ＝Ｌ0 ／Ｌ1 

｛但し、式中、Ｌ1（μｍ）は、測定対象のトナー粒子の投影像の周囲長、Ｌ0（μｍ）は
、測定対象のトナー粒子の投影像の面積に等しい面積の真円（完全な幾何学的円）の周囲
長を表す。｝
　で表される平均円形度（Ｒ）が０．９４～０．９９、好ましくは０．９７～０．９８と
するとよい。これにより、転写効率が高く、連続印字しても転写効率の変動が少なく、帯
電量の安定すると共に、クリーニング性にも優れるトナーとできる。トナー母粒子の円形
度分布は、フロー式粒子像分析装置（シスメックス製  ＦＰＩＡ２１００）を用いて測定
される。
【００９８】
  次に、本発明の特徴をなす外添剤粒子について説明する。なお、外添剤粒子の平均粒径
（単に粒子径ともいう）は、透過電子顕微鏡で観察し、視野中の１００個の粒子径を測定
して平均粒子径を求める。また、ＢＥＴ比表面積は、（株）マウンテック社製「全自動比
表面積計Ｍａｃｓｏｒｂ　ＨＭ　ｍｏｄｅｌ－１２０１」を使用して求める。
【００９９】
　小粒径シリカは、一次粒子径としては７～１５ｎｍ、好ましくは１０～１２ｎｍ、かつ
、嵩比重が０．１～０．２ｇ／ｃｍ3 で、２成分帯電量（５ｍｉｎ値）が－２０～－８０
μＣ／ｇのものであり、日本アエロジル（株）製の「Ｒ８２００」、また、「ＲＸ２００
（嵩比重が０．０２～０．０６ｇ／ｃｍ3 、２成分帯電量（５ｍｉｎ値）－１００～－３
００μＣ／ｇ）」が例示される。共に、ケイ素ハロゲン化合物の蒸気相酸化（乾式法）に
より得られるもので、嵩比重、２成分帯電量（５ｍｉｎ値）において相違するものである
。
【０１００】
　疎水性小シリカ粒子は、一次粒子径が小さい程、得られるトナーの流動性が高くなるが
、個数平均一次粒子径が７ｎｍより小さいと、外添に際してシリカ微粒子がトナー母粒子
に埋没してしまう虞があり、逆に、一次粒子径が１６ｎｍを超えると、流動性が悪くなる
虞がある。疎水性小シリカ粒子は、トナー母粒子１００質量部に対して０．５～３．０質
量部、好ましくは１．０～２．０質量部添加されるとよい。
【０１０１】
  なお、嵩比重は、１００ｍｌのメスシリンダーにロートを通して粉体を注ぎ、１００ｍ
ｌに達した時点で注入を止め、この時の重量を計測し、次式に代入して得られる。
嵩比重（ｇ／ｃｍ3 ）＝｛（サンプル注入後の重量）－（サンプル注入前の重量）｝／｛
メスシリンダーの容量（１００ｍｌ）｝。
【０１０２】
　次に、大粒径シリカは、一次粒子径が５０～４００ｎｍである。大粒径シリカは、形状
としてはＷａｄｅｌｌの球形度が０．６以上、好ましくは０．８以上の球形である。大粒
径シリカは、湿式法であるゾルゲル法により得られ、比重が１．３～２．１のものである
。大粒径シリカは、平均粒径が５０ｎｍより小さいと、小粒径のシリカ微粒子のトナー母
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粒子表面への埋没を防止して流動性や帯電安定性を維持することができなくなったり、ま
た、スペーサ効果が得られず、また、４００ｎｍより大きいと、トナー母粒子に付着しに
くくなると共にトナー母粒子表面から脱離しやすくなる。
【０１０３】
　大粒径シリカとしては、（株）日本触媒製の「シーホスターＫＥ－Ｐ１０Ｓ」（一次粒
子径１００ｎｍ）等が例示され、結晶形は一部結晶質とも考えられるアモルファス、球状
、一次粒子径は１００ｎｍ、シリコーンオイルにより疎水化（表面）処理され、真比重が
２．２、嵩比重が０．２５～０．３５、ＢＥＴ比表面積１０～１４ｍ2 ／ｇ、２成分帯電
量（５ｍｉｎ値）０～－５０μＣ／ｇである。
【０１０４】
　大粒径シリカは、トナー母粒子１００質量部に対して０．２～２．０質量部、好ましく
は０．５～１．５質量部添加される。大粒径シリカの添加量が０．２質量部より少ないと
、トナー充填密度が上昇し、現像ローラ回転時に規制ブレードでトナー層を薄層規制する
際、トナーの薄層化が困難となり、規制モレや飛散する問題が生じる。また、２．０質量
部より多く添加すると、トナー層充填密度が低下しすぎ、現像ローラ回転時に規制ブレー
ドをトナー層が通過する際、トナーの一部が現像ローラに保持されず漏洩したり、また、
トナー層の現像ローラ周期で発生する層厚形成ムラにより、全面ベタ画像を出力すると用
紙送り方向に対する濃度均一性が損なわれ、現像ローラ周期ムラが出現するという問題が
発生する。
【０１０５】
　大粒子径のシリカ：小粒子径のシリカの添加比（質量比）は、１：４～４：１、好まし
くは２：３～３：２とするとよく、トナーに流動性を付与し、かつ帯電の長期安定性を得
る上で好ましい。大粒子径シリカと小粒子径シリカは、両者の混合比率を考慮しつつトナ
ー母粒子１００質量部に対して合計量で１．２５～５．０質量部、好ましくは２．０～３
．０質量部添加される。
【０１０６】
　シリカ微粒子は疎水化処理されていることが好ましい。シリカ微粒子の表面を疎水性に
することにより、トナーの流動性および帯電性がさらに向上する。シリカ微粒子の疎水化
は、ヘキサメチルジシラザン、ジメチルジクロロシランなどのシラン化合物；あるいはジ
メチルシリコーン、メチルフェニルシリコーン、フッ素変性シリコーンオイル、アルキル
変性シリコーンオイル、エポキシ変性シリコーンオイル等のシリコーンオイルを用いて、
例えば、湿式法、乾式法など当業者が通常使用する方法により行われる。
【０１０７】
　また、正帯電性シリカ粒子が添加されてもよい。正帯電性シリカ粒子は、一次粒子径と
しては２０ｎｍ～４０ｎｍである。正帯電性シリカ微粒子は、疎水化処理されていること
が好ましく、外部環境の変化に対する帯電性の変化を小さく、安定な帯電性を維持し、か
つトナーの流動性を良好にするために添加される。正帯電性シリカ微粒子の疎水化は、ア
ミノシランカップリン剤やアミノ変性シリコンオイル等を使用して行われる。疎水性正帯
電性シリカ微粒子としては、市販の日本アエロジル（株）製のＮＡ５０Ｈ（結晶形はアモ
ルファス、球状、個数平均一次粒子径は３０ｎｍ、ヘキサメチルジシラザンとアミノシラ
ンにより疎水化（表面）処理され、真比重が２．２、嵩比重が０．０６７１、ＢＥＴ比表
面積４４．１７ｍ2 ／ｇ、炭素量２％以下、２成分帯電量（５ｍｉｎ値）４０μＣ／ｇ）
や、キャボット（株）製のＴＧ８２０Ｆなどが例示される。
【０１０８】
　本発明においては、外添剤として、更に、チタニア、遷移アルミナ、酸化亜鉛、酸化錫
から選ばれる少なくとも１種の電子伝導性酸化物半導体微粒子、また、酸化セリウム、安
定化ジルコニアから選ばれる少なくとも１種のイオン伝導性酸化物半導体微粒子を含有さ
せることを特徴とする。
【０１０９】
　伝導速度としては、電子伝導速度はイオン伝導速度よりも速度が速く、トナー表面上の
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帯電サイトを高速かつ均一に帯電させる効果に優れる。そのため、電子伝導性酸化物半導
体微粒子を小粒径化することで、帯電サイトである小粒径シリカ粒子との電荷受渡しが活
性化するものと考えられる。一方で、トナー間を繋ぐ帯電経路としては、帯電サイトであ
る小粒径シリカより大粒径の電荷リーク性外添剤として、イオン伝導性酸化物半導体微粒
子を混在させることで、各トナー粒子はその表面に有する帯電サイト間での電子伝導によ
る帯電の均一化がある程度進んだ後にトナー粒子間での帯電の均一化が遅れて進行する。
これにより、トナーバルク全体として、優れた帯電特性を得ることができるものと考えら
れる。
【０１１０】
　そのため、電子伝導性酸化物半導体微粒子としては、平均粒径が７ｎｍ～３０ｎｍとし
、イオン伝導性酸化物半導体微粒子としては、平均粒径が５０ｎｍ～４００ｎｍとし、イ
オン伝導性酸化物半導体微粒子の粒径を電子伝導性酸化物半導体微粒子の粒径より大きく
するのが好ましい。また、トナー母粒子１００質量部に対して、イオン伝導性酸化物半導
体微粒子の添加量を０．５質量部～２．５質量部、電子伝導性酸化物半導体微粒子の添加
量を０．３質量部～２．０質量部とするとともに、イオン伝導性酸化物半導体微粒子の添
加量を電子伝導性酸化物半導体微粒子より多くするとよい。トナー母粒子に対する処理量
がこれより多いと電荷リーク作用が過剰に発現したり、遊離外添剤が発生する問題があり
、また、少ないと所望の効果が得られない。
【０１１１】
　電子伝導性酸化物半導体微粒子としては、平均粒径が７ｎｍ～３０ｎｍのチタニア、遷
移アルミナ、酸化亜鉛、酸化錫から選ばれる少なくとも１種である。
【０１１２】
　チタニアとしては、チタン工業社製「ＳＴＴ３０Ｓ」一次粒径１５ｎｍ」、「ＳＴＲ１
００Ａ」一次粒径３０ｎｍ」等が例示される。
【０１１３】
　また、遷移アルミナは、θ型、γ型、δ型、η型アルミナがこの働きに優れ、特にθ型
、γ型が主体の遷移アルミナであることが望ましい。遷移アルミナとしては、ドーソナイ
ト法、直流アークプラズマ法、高温火炎加水分解・気相法等により得られるものが例示さ
れるが、ドーソナイト法で得られるθ相アルミナが好ましく、大明化学社製「タイミクロ
ンＴＭ－１００、Ａｌ2 Ｏ3 、θ－アルミナ相を主相とし、一次粒径１４ｎｍ、ＢＥＴ比
表面積１３２ｍ2 ／ｇ」、大明化学社製「タイミクロンＴＭ－３００、Ａｌ2 Ｏ3 、γ－
アルミナ相を主相とし、一次粒径７ｎｍ、ＢＥＴ比表面積２２５ｍ2 ／ｇ」が例示される
。また、直流アークプラズマ法によるものとしては、シーアイ化成製「Ｎａｎｏ・Ｔｅｋ
、γ相を主体とするアルミナで、一次粒径３０ｎｍ、ＢＥＴ比表面積４９．３ｍ2 ／ｇ）
が例示され、また、高温火炎加水分解・気相法ドーソナイト法で得られるものとしては、
日本アエロジル社製「Ｃ８０５、γ相を主相とし、δ相を含むアルミナ、一次粒径１３ｎ
ｍ）等が例示される。
【０１１４】
　酸化亜鉛としては、堺化学工業社製「ＦＩＮＥＸ－５０Ｓ－ＬＰ２、一次粒径２０ｎｍ
」、同「ＦＩＮＥＸ－５０Ｗ－ＬＰ２、一次粒径２０ｎｍ」等が例示される。
【０１１５】
　また、酸化錫としては、シーアイ化成社製「Ｎａｎｏ・Ｔｅｋ　ＳｎＯ2 一次粒径２０
ｎｍ」等が例示される。
【０１１６】
　電子伝導性酸化物半導体微粒子の添加量としては、トナー母粒子１００質量部に対して
、０．３質量部～２．０質量部、好ましくは０．５質量部～１．５質量部である。
【０１１７】
　また、イオン伝導性酸化物半導体微粒子としては、平均粒径が５０ｎｍ～４００ｎｍの
酸化セリウム、安定化ジルコニアから選ばれる。
【０１１８】
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　酸化セリウムとしては、阿南化成社製「商品名Ｔｙｐｅ　Ｓ　、一次粒径５０～１００
ｎｍ」、信越化学社製「ＡＵ、一次粒径５０－１００ｎｍ」、同「ＵＵ、一次粒径２０－
５０ｎｍ、焼結凝集体粒径２００－４００ｎｍ」等が例示される。
【０１１９】
　安定化ジルコニアとしては、例えばイットリア安定化ジルコニア（ＹＳＺ）などイオン
伝導性に優れるものであり、一次粒径が４００ｎｍのものが例示される。
【０１２０】
　電子伝導性酸化物半導体微粒子やイオン伝導性酸化物半導体微粒子は、アルキルアルコ
キシシラン、シロキサン、シラン、シリコーンオイル等のシラン系有機化合物で疎水化処
理をしてもよい。特にアルキルアルコキシシランを用いるのが好ましく、例えばビニルト
リメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、γ－メタクリルオキシプロピルトリメト
キシシラン、ビニルトリアセトキシシラン、メチルトリメトキシシラン、メチルトリエト
キシシラン、イソブチルトリメトキシシラン、ジメチルジメトキシシラン、ジメチルジエ
トキシシラン、トリメチルメトキシシラン、ヒドロキシプロピルトリメトキシシラン、フ
ェニルトリメトキシシラン、ｎ－ヘキサデシルトリメトキシシラン、ｎ－オクタデシルト
リメトキシシラン等が挙げられる。
【０１２１】
  トナー母粒子への外添剤の添加方法としては、ヘンシェルミキサー（三井三池社製）、
Ｑ型ミキサー（三井鉱山社製）、メカノフュージョンシステム（細川ミクロン社製）、メ
カノミル（岡田精工社製）等より行うとよい。ヘンシェルミキサーを使用して多段処理が
なされる場合、各段階の処理操作条件は、回転周速度３０～５０ｍ／ｓ、処理時間２分～
１５分の範囲から適宜選択される。
【０１２２】
　また、外添剤の添加順序として２段階からなる多段処理してもよく、トナー母粒子にま
ず、１段目として大粒径の外添剤を処理し、２段目処理として小粒径外添剤を処理・付着
させるとよい。これにより、小粒径シリカによる流動性と、小粒径および大粒径のアルミ
ナや大粒径の酸化セリウム等の機能が長期の印字に渡り確保される。この理由は一つのモ
デルとして次のように考察できるが、これに限定した機構ではない。すなわち、帯電サイ
トとしての小シリカとそれらをつなぐ帯電経路としての電子伝導性酸化物半導体微粒子と
が混在したストラクチャー構造が形成されると共にイオン伝導性酸化物半導体微粒子およ
び大粒径シリカが母粒子に埋めこまれることなく付着されることで、トナー粒子間の帯電
経路としての働きやスペーサー効果を発現しやすくなるものと考えられる。
【０１２３】
　なお、本発明においては、上述した外添剤粒子の添加趣旨を損なわない範囲で、他の疎
水化処理された外添剤、例えば疎水性中シリカ粒子｛ヒュームドシリカ、日本エアロジル
社製「ＲＸ５０」真比重２．２、体積平均粒径Ｄ50＝４０ｎｍ（標準偏差＝２０ｎｍ）｝
、金属石けん粒子である高級脂肪酸の亜鉛、マグネシウム、カルシウム、アルミウムから
選ばれる金属塩であり、ステアリン酸マグネシウム、ステアリン酸カルシウム、ステアリ
ン酸亜鉛、ステアリン酸モノアルミニウム、ステアリン酸トリアルミニウム等を外添処理
してもよく、また、酸化ストロンチウム、酸化マグネシウム、酸化インジウム等の金属酸
化物の微粒子、また、窒化珪素等窒化物の微粒子、炭化珪素等の炭化物の微粒子、樹脂粒
子、硫酸カルシウム、硫酸バリウム、炭酸カルシウム、チタン酸ストロンチウム等の金属
塩の微粒子、並びに、これらの複合物等の無機微粒子等を添加してもよい。
【０１２４】
  本発明のトナーは、フロー軟化温度（Ｔｆ１／２）が９０℃～１４０℃であり、また、
ガラス転移温度（Ｔｇ）が４０℃～７０℃の範囲にある。フロー軟化温度（Ｔｆ１／２）
は、島津製作所製フローテスタ（ＣＦＴ－５００）を用いて、ノズル径１．０ｍｍΦ×１
．０ｍｍ、単位面積（ｃｍ2 ）当たりの荷重１０ｋｇ、毎分６℃の昇温速度で測定した値
である。更に、ガラス転移温度（Ｔｇ）は、セイコーインスツルメンツ社製「示差走査熱
量計（ＤＳＣ－２２０Ｃ）」を用い、セカンドラン法により毎分１０℃の昇温速度で測定
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した値である。
【０１２５】
　次に、本発明の画像形成方法、画像形成装置について説明する。
図１は、本発明の画像形成装置の概要を説明するための図で、図中、プリンタ１０は、感
光体２０の回転方向に沿って、帯電ユニット３０、露光ユニット４０、現像器保持ユニッ
ト５０、一次転写ユニット６０、中間転写体７０、クリーニングユニット７５を有し、さ
らに、二次転写ユニット８０、定着ユニット９０等を有している。
【０１２６】
　感光体２０は、円筒状の導電性基材とその外周面に形成された感光層を有し、中心軸を
中心に回転可能であり、矢印で示すように時計回りに回転する。帯電ユニット３０は、感
光体２０を帯電するための装置であり、露光ユニット４０は、レーザを照射することによ
って帯電された感光体２０上に潜像を形成する装置である。この露光ユニット４０は、画
像信号に基づいて、変調されたレーザビームを帯電された感光体２０上に照射する。そし
て、所定のタイミングにてレーザビームがＯＮ／ＯＦＦされて、所定の速度で回転する感
光体２０上の格子状に区画された領域にドット状潜像が形成される。
【０１２７】
　現像器保持ユニット５０は、感光体２０上に形成された潜像を、ブラック現像器５１に
収容されたブラック（Ｋ）トナー、マゼンタ現像器５２に収容されたマゼンタ（Ｍ）トナ
ー、シアン現像器５３に収容されたシアン（Ｃ）トナー及びイエロー現像器５４に収容さ
れたイエロー（Ｙ）トナーを用いて現像するための装置である。この現像器保持ユニット
５０は、回転することにより、前記４つの現像器５１、５２、５３、５４の位置を動かす
ことを可能としている。そして、感光体２０が１回転する毎に、４つの現像器５１、５２
、５３、５４のうちの１つを選択的に感光体２０と対向させ、対向された現像器５１、５
２、５３、５４に収容されているトナーにより感光体２０上に形成された潜像を順次現像
する。
【０１２８】
　一次転写ユニット６０は、感光体２０に形成された単色トナー像を中間転写体７０に転
写するための装置であり、４色のトナーが順次重ねて転写されると、中間転写体７０にフ
ルカラートナー像が形成される。この中間転写体７０は、エンドレスのベルトであり、感
光体２０とほぼ同じ周速度にて回転駆動される。二次転写ユニット８０は、中間転写体７
０上に形成された単色トナー像やフルカラートナー像を紙、フィルム、布等の記録媒体に
転写するための装置である。
【０１２９】
　定着ユニット９０は、記録媒体上に転写された単色トナー像やフルカラートナー像を紙
等の記録媒体に融着させて永久像とするための装置である。クリーニングユニット７５は
、一次転写ユニット６０と帯電ユニット３０との間に設けられ、感光体２０の表面に当接
されたゴム製のクリーニングブレード７６を有し、一次転写ユニット６０によって中間転
写体７０上にトナー像が転写された後に、感光体２０上に残存するトナーＴをクリーニン
グブレード７６により掻き落として除去するための装置である。
【０１３０】
　現像器保持ユニット５０には、ブラック（Ｋ）トナーを収容したブラック現像器５１、
マゼンタ（Ｍ）トナーを収容したマゼンタ現像器５２、シアン（Ｃ）トナーを収容したシ
アン現像器５３、及び、イエロー（Ｙ）トナーを収容したイエロー現像器５４が設けられ
ているが、各現像器の構成は同様であるので、以下、シアン現像器５３について説明する
。
【０１３１】
　図２は、シアン現像器に代表させて現像器を説明するための図で、現像器の主要構成要
素を示した断面図てある。現像器５３は、トナーＴを収容するハウジング５４０、トナー
を担持するためのトナー粒子担持ローラの一例としての現像ローラ５１０、現像ローラ５
１０にトナーを供給するためのトナー供給ローラ５５０、現像ローラ５１０に担持された
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トナーの層厚を規制するための層厚規制部材の一例としての規制ブレード５６０、ハウジ
ング５４０と現像ローラ５１０との上方側の間隙をシールするための上シール５２０、ハ
ウジング５４０と現像ローラ５１０との端部側の間隙をシールするための端部シール５２
７等を有している。
【０１３２】
　ハウジング５４０は、一体成型された樹脂製の上ハウジング部５４２と下ハウジング部
５４４とを溶着して製造されたものであり、その内部に、トナーＴを収容するための収容
部としてのトナー収容部５３０が形成されている。トナー収容部５３０は、内壁から内方
へ（図２の上下方向）突出させたトナーＴを仕切るための仕切り壁５４５により、二つの
トナー収容部、すなわち、第一トナー収容部５３０ａと第二トナー収容部５３０ｂと、に
分けられている。
【０１３３】
　そして、第一トナー収容部５３０ａと第二トナー収容部５３０ｂとは、上部が連通され
ているが、図２に示す状態では、仕切り壁５４５によりトナーＴの移動が規制されている
。しかしながら、現像器保持ユニット５０が回転する際には、第一トナー収容部５３０ａ
と第二トナー収容部５３０ｂとに収容されていたトナーが、現像位置における上部側の連
通している部位側に一旦集められ、図２に示す状態に戻るときには、それらのトナーが混
合されて第一トナー収容部５３０ａ及び第二トナー収容部５３０ｂに戻されることになる
。すなわち、現像器保持ユニット５０が回転することにより現像器内のトナーＴは撹拌さ
れることになる。このため、本実施の形態では、トナー収容部５３０に攪拌部材を設けて
いないが、トナー収容部５３０に収容されたトナーＴを攪拌するための攪拌部材を設けて
もよい。図２に示すように、ハウジング５４０は下部に開口５７２を有しており、後述す
る現像ローラ５１０が、この開口５７２に臨ませて設けられている。
【０１３４】
　トナー供給ローラ５５０は、弾性を有する例えば発泡ウレタンにて形成されたローラ部
５５０ａと、ローラ部５５０ａの回転中心となる軸体５５０ｂとで構成されている。そし
て、トナー供給ローラ５５０は、軸体５５０ｂの両端側にてハウジング５４０に支持され
ることにより、軸体５５０ｂまわりに回転自在に支持されている。前記ローラ部５５０ａ
は、ハウジング５４０の前述した第一トナー収容部５３０ａ（ハウジング５４０内）に収
容されており、第一トナー収容部５３０ａに収容されたトナーＴを現像ローラ５１０に供
給する。トナー供給ローラ５５０は、第一トナー収容部５３０ａの鉛直下方に設けられて
いる。第一トナー収容部５３０ａに収容されたトナーＴは、該第一トナー収容部５３０ａ
の下部にてトナー供給ローラ５５０によって現像ローラ５１０に供給される。また、トナ
ー供給ローラ５５０は、現像後に現像ローラ５１０に残存している余剰なトナーＴを、現
像ローラ５１０から剥ぎ取る。
【０１３５】
　トナー供給ローラ５５０と、現像ローラ５１０とは、互いに押圧された状態にてハウジ
ング５４０に組み付けられている。このため、トナー供給ローラ５５０のローラ部５５０
ａは、弾性変形された状態で現像ローラ５１０に当接している。そして、トナー供給ロー
ラ５５０は、現像ローラ５１０の回転方向（図２において反時計方向）と逆の方向（図２
において時計方向）に回転する。軸体５５０ｂは、現像ローラ５１０の回転中心軸よりも
下方にある。
【０１３６】
　現像ローラ５１０は、トナーＴを担持して感光体２０と対向する現像位置に搬送する。
この現像ローラ５１０は、金属製であり、５０５６アルミ合金や６０６３アルミ合金等の
アルミ合金、ＳＴＫＭ等の鉄合金等により製造されており、必要に応じて、ニッケルメッ
キ、クロムメッキ等が施されていてもよい。現像ローラ５１０の表面には、現像ローラ５
１０の軸方向における中央部に螺旋状の溝部が設けられている。現像ローラ５１０の表面
形状については後で詳述する。
【０１３７】
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　また、現像ローラ５１０は、その長手方向両端部で支持されており、中心軸を中心とし
て回転可能である。図２に示すように、現像ローラ５１０は、感光体２０の回転方向（図
２において時計方向）と逆の方向（図２において反時計方向）に回転する。その中心軸は
、感光体２０の中心軸よりも下方にある。
【０１３８】
　また、図２に示すように、イエロー現像器５４が感光体２０と対向している状態では、
現像ローラ５１０と感光体２０との間には空隙が存在する。すなわち、イエロー現像器５
４は、感光体２０上に形成された潜像を非接触状態で現像する。なお、感光体２０上に形
成された潜像を現像する際には、現像ローラ５１０と感光体２０との間に交番電界が形成
される。
【０１３９】
　規制ブレード５６０は、現像ローラ５１０に担持されたトナーＴに電荷を付与し、また
、現像ローラ５１０に担持されたトナーＴの層厚を規制する。この規制ブレード５６０は
、ゴム部５６０ａと、ゴム支持部５６０ｂとを有している。ゴム部５６０ａは、シリコン
ゴム、ウレタンゴム等からなり、ゴム支持部５６０ｂは、リン青銅、ステンレス等のバネ
性を有する薄板である。ゴム部５６０ａは、ゴム支持部５６０ｂの長手方向に沿わされて
ゴム支持部５６０ｂの短手方向の一旦側に支持されており、ゴム支持部５６０ｂは、その
他端側がブレード支持板金５６２に支持された状態で当該ブレード支持板金５６２を介し
てハウジング５４０に取り付けられている。また、規制ブレード５６０の現像ローラ５１
０側とは逆側には、モルトプレーン等からなるブレード裏部材５７０が設けられている。
　　　
【０１４０】
　また、本発明においては、規制ブレード５６０と現像ローラ５１０間にトナーＴに電荷
を付与するための規制バイアスが印加される。規制バイアスとしては７０Ｖ～４００Ｖ、
好ましくは１００Ｖ～３００Ｖの電位差を設ける。負帯電性トナーを使用する場合は、規
制ブレード５６０側を現像ローラ５１０に対してマイナス電位として大きくしながらトナ
ー層厚を規制するとよい。現像ローラに交流電圧を印加する場合であっても、規制ブレー
ドにはそれと同期させた交流電圧を所望の電位差が設けられるように印加すればよい。
【０１４１】
　ここで、ゴム支持部５６０ｂの撓みによる弾性力によって、ゴム部５６０ａが現像ロー
ラ５１０の中央部から両端部に亘って押しつけられている。また、ブレード裏部材５７０
は、ゴム支持部５６０ｂとハウジング５４０との間にトナーＴが入り込むことを防止して
、ゴム支持部５６０ｂの撓みによる弾性力を安定させるとともに、ゴム部５６０ａの真裏
からゴム部５６０ａを現像ローラ５１０の方向へ付勢することによって、ゴム部５６０ａ
を現像ローラ５１０に押しつけている。したがって、ブレード裏部材５７０は、ゴム部５
６０ａの現像ローラ５１０への均一当接性を向上させている。
【０１４２】
　規制ブレード５６０の、ブレード支持板金５６２に支持されている側とは逆側の端、す
なわち、先端は、現像ローラ５１０に接触しておらず、該先端から所定距離だけ離れた部
分が、現像ローラ５１０に幅を持って接触している。換言すると、規制ブレード５６０は
、現像ローラ５１０にエッジにて当接しておらず、ゴム部５６０ａが有する平面にて腹当
たりにて当接している。また、規制ブレード５６０は、その先端が現像ローラ５１０の回
転方向の上流側に向くように配置されており、いわゆるカウンタ当接している。なお、規
制ブレード５６０が現像ローラ５１０に当接する当接位置は、現像ローラ５１０の中心軸
よりも下方であり、かつ、トナー供給ローラ５５０の中心軸よりも下方である。
【０１４３】
　また、ゴム支持部５６０ｂは、ゴム部５６０ａより現像ローラ５１０の軸方向に長く設
けられており、ゴム部５６０ａの両端より外側にそれぞれ延出されている。ゴム支持部５
６０ｂの延出された部位には、ゴム部５６０ａより厚い厚みを有する例えば不織布製の端
部シール５２７が、ゴム部と５６０ａと同一面に貼着されている。このとき、ゴム部５６
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０ａの軸方向の端面は端部シール５２７の側面に当接されている。
【０１４４】
　端部シール５２７は、現像ローラ５１０を取り付けた際に、現像ローラ５１０の表面に
おける溝部が設けられていない両端部に当接するように設けられ、現像ローラ５１０の端
部より外側に至る幅を有している。また、端部シール５２７は、規制ブレード５６０のゴ
ム部５６０ａの先端より十分に長く延出されている。規制ブレード５６０がハウジング５
４０に取り付けられると、端部シール５２７は、現像ローラ５１０外周面と対向するよう
に形成されたハウジング５４０の部位に沿わされ、ハウジング５４０と現像ローラ５１０
との間隙を閉塞する。
【０１４５】
　上シール５２０は、イエロー現像器５４内のトナーＴが器外に漏れることを防止すると
ともに、現像位置を通過した現像ローラ５１０上のトナーＴを、掻き落とすことなく現像
器内に回収する。この上シール５２０は、ポリエチレンフィルム等からなるシールである
。上シール５２０は、シール支持板金５２２によって支持されており、シール支持板金５
２２を介してハウジング５４０に取り付けられている。また、上シール５２０の現像ロー
ラ５１０側とは逆側には、モルトプレーン等からなるシール付勢部材５２４が設けられて
おり、上シール５２０は、シール付勢部材５２４の弾性力によって、現像ローラ５１０に
押しつけられている。なお、上シール５２０が現像ローラ５１０に当接する当接位置は、
現像ローラ５１０の中心軸よりも上方である。
【０１４６】
　（シアン現像器５３の動作）
このように構成されたシアン現像器５３において、トナー供給ローラ５５０がトナー収容
部５３０に収容されているトナーＴを現像ローラ５１０に供給する。現像ローラ５１０に
供給されたトナーＴは、現像ローラ５１０の回転に伴って、規制ブレード５６０の当接位
置に至り、該当接位置を通過する際に、電荷が付与されると共に、層厚が規制される。
【０１４７】
　帯電された現像ローラ５１０上のトナーＴは、現像ローラ５１０のさらなる回転によっ
て、感光体２０に対向する現像位置に至り、該現像位置にて交番電界下で感光体２０上に
形成された潜像の現像に供される。現像ローラ５１０のさらなる回転によって現像位置を
通過した現像ローラ５１０上のトナーＴは、上シール５２０を通過して、上シール５２０
によって掻き落とされることなく現像器内に回収される。さらに、未だ現像ローラ５１０
に残存しているトナーＴは、前記トナー供給ローラ５５０によって剥ぎ取られうる。
【０１４８】
　（現像ローラの表面形状）
図３は、現像ローラの表面形状を説明するための概念図である。図４は、現像ローラを、
軸を通る平面で切断した際の断面を説明するための断面図である。図３では現像ローラ５
１０の表面の溝部が便宜上直線にて示されているが、溝部は螺旋状に形成されているため
、正確には曲線に見えるように形成されている。
【０１４９】
　現像ローラ５１０は、軸方向における中央部５１０ａにトナー粒子を担持するための凹
凸部が設けられ、両端部５１０ｂには前記端部シール５２７が密着するように滑らかな周
面とを備えている。
【０１５０】
　図３に示すように、本実施形態における現像ローラ５１０の中央部５１０ａには、現像
ローラ５１０の軸方向及び周方向に対し傾斜を有し軸方向に等ピッチに形成された螺旋状
の溝部５１１が形成されている。この溝部５１１は、現像ローラ５１０の軸方向及び周方
向に対する傾斜の角度を異ならせて２種類形成されている。前記２種類の溝部５１１は、
互いに交差して格子状をなし、前記２種類の前記溝部５１１に囲まれた凸部５１２の頂面
５１２ａがほぼ正方形となるように形成されている。また、２種類の前記溝部５１１は、
凸部５１２の頂面５１２ａの正方形が有する２本の対角線の一方が周方向に沿うように形
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成されている。
【０１５１】
　すなわち、２種類の溝部５１１のうち一方は、現像ローラ５１０の軸と時計回り方向に
４５°の角度をなすように螺旋状に形成されており、他方は、現像ローラ５１０の軸と反
時計回り方向に４５°の角度をなすように螺旋状に形成されている。このため一方の溝部
５１１ａと他方の溝部５１１ｂとの交差する角度は９０°となる。また、一方の溝部５１
１ａ及び他方の溝部５１１ｂの、現像ローラ５１０の軸方向におけるピッチは、等しく形
成されているため、２種類の溝部に囲まれた凸部５１２の頂面５１２ａの形状はほぼ正方
形となる。
【０１５２】
　２種類の溝部５１１は、図４に示すように、各々現像ローラ５１０の軸方向に８０μｍ
の間隔にて形成されており、凸部５１２の頂面５１２ａから溝部５１１の底面５１１ｃに
至る傾斜部分５１１ｄの角度は、溝部５１１を形成する２つの斜面を軸心Ｃ方向に延長し
た仮想面の交差角度αが９０°になるように形成されている。
【０１５３】
　また、溝部５１１の深さ、すなわち、凸部５１２の頂面５１２ａから溝部５１１の底面
５１１ｃまでの距離は、約７μｍで一定になるように形成されている。ここで、トナーの
体積平均粒径が３μｍである場合には、溝部５１１の深さは、トナーの体積平均粒径の２
倍以下となるように設定されている。
【０１５４】
　このような現像ローラ５１０は、転造により形成される。図５は、現像ローラ５１０が
転造により形成される様子を説明するための図である。図６は、現像ローラが形成される
手順を示す図である。
【０１５５】
　現像ローラ５１０は、円筒状の中空の素材から形成される。円筒状の素材は、まず、現
像ローラ５１０としてトナーを担持するための中央部５１０ａと端部シール５２７が当接
される端部５１０ｂとを形成可能な長さに切断されて円筒部材５１５が切り出される（Ｓ
００１）。円筒部材５１５には、両端部の内周部に現像ローラ５１０の軸を有するフラン
ジ５１３を嵌入するための段部５１０ｃ（図４）が切削加工により形成される（Ｓ００２
）。ここで、フランジ５１３は、形成された段部５１０ｃに圧入される直径を有する円盤
状のフランジ本体５１３ａと、その中心から円盤面に垂直となるように凸設された軸部５
１３ｂとを有している。
【０１５６】
　次に、両端部の内側に段部５１０ｃが形成された円筒部材５１５に軸部５１３ｂを有す
るフランジ５１３が、その軸部５１３ｂが円筒部材の外方に突出するようにそれぞれ嵌入
される（Ｓ００３）。
【０１５７】
　その後、フランジ５１３が嵌入された円筒部材５１５は両端の軸部５１３ｂが支持され
て軸を中心として回転され、円筒部材５１５の外周面が全周に亘って僅かに切削されるこ
とにより、表面の全領域が軸と同心、すなわちから一定の距離Ｌとなるように円筒部材５
１５の表面が研磨されて未転造加工現像ローラ５０９が形成される（Ｓ００４）。
【０１５８】
　表面が研磨された円筒部材５１５は、図５に示すような２種類の加工工具としてのダイ
ス９００を備えた装置により転造にて、表面に２種類の溝部５１１ａ，５１１ｂが形成さ
れる（Ｓ００５）。転造装置は、対向する位置に配置された２種類のダイス９００が同方
向に回転している間にワーク（ここでは、未転造加工現像ローラ５０９）を配置し、２種
類のダイス９００を未転造加工現像ローラ５０９に押圧させ、未転造加工現像ローラ５０
９をダイス９００と反対方向に回転させつつ軸方向に搬送する。ダイス９００には、上述
した溝部５１１ａ，５１１ｂを形成するための刃９００ａが、各々設けられており、互い
の刃９００ａは、未転造加工現像ローラ５０９の表面に互いの刃にて形成された溝部５１
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１ａ、５１１ｂが直行するように傾斜が設けられている。ここで、ダイス９００が未転造
加工現像ローラ５０９の表面に当接される部位を刃９００ａとしているが、転造において
はワークを積極的に切削するものではなく、押圧力によりワークを押し潰して窪みを形成
するように作用する。また、この転造の際には、未転造加工現像ローラ５０９には、その
両端部５１０ｂにてダイス９００が当接されないようにして、両端部５１０ｂには凹凸の
ない滑らかな面を残しておく。すなわち、現像ローラ５１０の中央部５１０ａにてダイス
９００が接触しなかった凸部５１２の頂面５１２ａと、転造による加工対象とされない両
端部５１０ｂとは、軸心Ｃからの距離Ｌが一定になるように切削されたままなので、軸心
Ｃから等距離に位置している。そして、現像ローラ５１０の表面５１０ｄは、ダイス９０
０が接触して凹設された溝部５１１ａ，５１１ｂの底面５１１ｃと、ダイス９００が接触
しなかった非加工面とで、ほぼ覆われている。転造にて形成した現像ローラ５１０には必
要に応じて、例えば無電解Ｎｉ－Ｐめっき、電気めっき、硬質クロームめっき等を施して
もよい。
【０１５９】
　このような現像ローラ５１０には、両端部５１０ｂにてそれぞれ当接された端部シール
５２７間にトナー供給ローラ５５０からトナーが供給され、規制ブレード５６０の押圧位
置にてトナー層の層厚が規制される。このとき、規制ブレード５６０は、現像ローラ５１
０の両端部５１０ｂと中央部５１０ａとに亘って押圧されるが現像ローラ５１０の両端部
５１０ｂと凸部５１２の頂面５１２ａは軸心Ｃからの距離Ｌが等しいので、規制ブレード
５６０は大きく屈曲することなくほぼ平坦な状態にて現像ローラ５１０を押圧する。この
ため、例えば、両端部５１０ｂと中央部５１０ａとの境界付近であっても現像ローラ５１
０の表面５１０ｄと規制ブレード５６０との間に極端に大きな間隙は生じない。
【０１６０】
　さらに、溝部５１１の深さは、トナー粒子の体積平均粒径の２倍以下なので、溝部５１
１に入り込んだトナー粒子は溝部５１１内のいずれの位置においても、深さ方向に２つ以
上重なることはない。すなわち、溝部５１１に多量のトナー粒子が入り込むことはなく、
規制ブレード５６０に押圧された際には、ほとんどのトナーの粒子が現像ローラ５１０の
表面５１０ｄ及び規制ブレード５６０の表面のいずれかと接触する。よって、各トナー粒
子Ｔは転動され易く、また、溝部５１１内にてトナー粒子が滞留しにくいのでトナー粒子
Ｔを良好に帯電させることが可能である。このため、トナー粒子は現像ローラ５１０に確
実に担持されて現像に供されるとともに、現像ローラ５１０の表面５１０ｄと規制ブレー
ド５６０との間に極端に大きな間隙が生じないことと相俟って、現像器５１，５２，５３
，５４外にトナー粒子Ｔが漏れることを防止することが可能である。
【０１６１】
　図７は、トナー粒子を担持した現像ローラに規制ブレードが当接された状態を説明する
ための図である。特に、本実施形態の現像ローラ５１０の溝５１１は深さが７μｍであり
、トナー粒子Ｔの体積平均粒径（３μｍ）と比較すると、図７で示すように、規制ブレー
ド５６０が当接した時の実質的な溝部５１１の深さは、トナーの平均体積粒径の２倍以下
となるように設定されている。このため、規制ブレード５６０がゴム製であり現像ローラ
５１０の表面５１０ｄの凹凸に沿わされるので、各々のトナー粒子Ｔを中央部５１０ａの
凸部５１２と溝部５１１とを含む全域にて確実に帯電させることが可能であり、現像ロー
ラ５１０に確実に担持させて、現像時における転写性を向上させ、さらには現像器外への
トナーの漏れも防止することが可能である。
【０１６２】
　すなわち、現像ローラ５１０の表面５１０ｄに大きさ、深さ、形状等が不均一な凹凸が
形成されていると担持されたトナー粒子のうち深い凹部に入り込んだトナー粒子は転動さ
れにくく帯電されにくい。また、軸方向に所定の間隔を隔てて周方向に沿った溝部が形成
されている場合には、感光体２０が回転しても溝部と対向する感光体２０の軸方向におけ
る位置が変化しないため、現像されたトナー像は溝部と対向していた部位のみが濃度が高
くなる畏れがある。一方、軸方向に沿って溝部が形成されている場合には、トナー粒子担
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持ローラの回転方向と溝部との向きがほぼ直交するので、担持されたトナー粒子は転動さ
れにくく帯電されにくい。
【０１６３】
　本実施形態の現像器５１，５２，５３，５４及び現像ローラ５１０によれば、現像ロー
ラ５１０の表面５１０ｄに、軸方向及び周方向に対し傾斜を有し軸方向に等ピッチに螺旋
状の溝部５１１が形成されているので、現像ローラ５１０の回転に伴ってトナー粒子Ｔを
転動させつつ移動させるため、トナー粒子Ｔを良好に帯電させることが可能である。また
、現像ローラ５１０の回転に伴って感光体２０と溝部５１１とが対向する位置が軸方向及
び周方向に順次変化していくので、現像されたトナー像に濃度ムラが生じることを抑える
ことが可能である。
【０１６４】
　また、本実施形態の現像ローラ５１０は、傾斜の角度が異なる２種類の溝部５１１ａ、
５１１ｂが形成されているので、トナー粒子Ｔは、溝部５１１ａ、５１１ｂに沿って２種
類の方向に移動されることになる。このため、トナー粒子Ｔが所定の一方向のみに移動し
て偏ることを防止することが可能である。さらに、２種類の前記溝部５１１ａ、５１１ｂ
は、互いに交差して格子状をなしているので、一旦は一方の溝部５１１ａ（５１１ｂ）に
沿って転動し始めたトナー粒子Ｔが、途中から他方の溝部５１１ｂ（５１１ａ）に沿って
転動することが可能である。このため、トナー粒子Ｔの移動方向が偏ることを、より効果
的に抑えることが可能である。
【０１６５】
　さらに、２種類の溝部５１１に囲まれた凸部５１２の頂面５１２ａが正方形であり、そ
の正方形が有する一方の対角線が周方向に沿わされているので、凸部５１２は周方向に沿
って位置する２つの頂角、及び、軸方向に沿って位置する２つの頂角がいずれも直角とな
り、２種類の溝部５１１ａ，５１１ｂは周方向及び軸方向に対して同角度の傾斜を有する
ことになる。このため、トナー粒子Ｔが周方向及び軸方向に向かって同様に移動し易い構
成とすることが可能である。このため、トナー粒子をより均一に転動させて均一に帯電さ
せることが可能である。
【０１６６】
　また、現像ローラ５１０の表面に担持されたトナー粒子Ｔは、規制ブレード５６０が有
するゴム部５６０ａの平面にて、その層厚が規制されるので、現像ローラ５１０の表面、
特に凸部５１２に担持されたトナー粒子Ｔが規制ブレード５６０によって完全に掻き取ら
れることはない。すなわち、現像ローラ５１０の溝部５１１にも、凸部５１２にもトナー
粒子Ｔを担持させた状態にてトナー粒子Ｔの層厚を規制することが可能である。また、表
面５１０ｄに担持されたトナー粒子Ｔは、規制ブレード５６０が有する平面により押圧さ
れているので、現像ローラ５１０の表面、規制ブレード５６０、及び、トナー粒子同士の
いずれかとトナー粒子Ｔとを互いに摩擦させることにより良好に帯電させることが可能で
ある。
【０１６７】
　また、現像装置は、トナーを補給可能とする場合には、残留トナーに加えて新たに補給
されるトナーとの混合トナーとされ、もしくはトナーを補給可能としない場合には、残留
トナーに加えて新たに充填されるトナーとの混合トナーとされる。
以下、本発明を実施例を用いてさらに詳細に説明する。
【実施例】
【０１６８】
（実施例１）
　上記の転相乳化合一法で得たトナー母粒子２ｋｇをヘンシェルミキサー（２０Ｌ）に投
入した後、トナー母粒子（平均体積粒径２．９μｍ）１００ｇあたりの添加量（以下、同
様）で、小粒径シリカ（日本アエロジル社製「ＲＸ２００」一次粒子サイズ１２ｎｍ、Ｈ
ＭＤＳ（ヘキサメチルシラザン）処理品）２．０ｇ、大粒径シリカ（日本触媒社製「ＫＥ
Ｐ１０Ｓ」、一次粒子サイズ１００ｎｍ、シリコンオイル処理品）０．５ｇに加えて、更



(31) JP 2010-249989 A 2010.11.4

10

20

30

40

50

に下記表６の横軸に示す電子伝導性酸化物半導体微粒子とその添加量と、下記表６の縦軸
に示すイオン伝導性酸化物半導体微粒子とその添加量とを、それぞれ組合せで投入して周
速４０ｍ／ｓで２分間処理した。処理後、６３μｍ目開きの金属メッシュを用いて音波フ
ルイで粗大粒子を除去し、２１種類のトナーとした。
【０１６９】
  （画像形成）
　得られた各トナーを図１に示す画像形成装置（ＬＰ９０００Ｃ、セイコーエプソン社製
）に搭載した。
【０１７０】
　現像ローラは、転造形成品であり、φ＝１８ｍｍ、長さ３７０ｍｍの鉄製中空素管の表
面を図４に示す形状で軸方向、周方向に角度４５°でピッチ８０μｍで形成された螺旋状
溝を有するもので、その溝形状は頂部幅３０μｍ、非頂部幅５０μｍ、深さ７μｍの形状
を有する。
【０１７１】
　そして、層厚規制部材は、厚みが２ｍｍであり、かつ、ゴム硬度がＪＩＳ－Ａで６５度
のシリコンゴム、ウレタンゴム等からなり、層厚規制部材支持部材により支持されている
。層厚規制部材支持部材は、薄板と薄板支持部材とから構成されており、その短手方向－
端部で層厚規制部材を支持する。薄板は０．１５ｍｍの厚みを有するリン青銅、ステンレ
ス等からなり、バネ性を有している。薄板は、層厚規制部材を直接的に支持しており、そ
の付勢力によって層厚規制部材を現像ローラに押しつけている。層厚規制部材の規制形態
としては、層厚規制部材の短手方向及び厚み方向における先端が所定幅をもった当接ニッ
プ内に位置する規制形態（所謂エッジ規制）を採用する。また、層厚規制部材には、規制
バイアス１５０Ｖを印加した。また、供給ローラは外径φ１９でアスカーＦ硬度７０°の
ウレタンスポンジからなり、現像ローラに接触深さ１．０ｍｍで圧接した。
【０１７２】
　また、プロセス速度（感光体周速）２１０ｍｍ／ｓとし、感光体暗電位は－５０Ｖ、感
光体明電位は－５５０Ｖ、転写バイアス４００Ｖ、現像ローラの周速度は３３６ｍｍ／ｓ
、供給ローラの周速度は５０４ｍｍ／ｓであり、感光体－現像ローラ周速比は１．６、現
像ローラ－供給ローラ周速比は１．５とすると共に、
感光体－現像ローラギャップ　　　１００μｍ
感光体－現像ローラ交流バイアス成分Ｖｐｐ：１１００Ｖ
Ｖａｖｇ：－２００Ｖ
感光体－現像ローラ交流周波数（ｆ）：６ｋＨｚ
感光体－現像ローラ交流Ｄｕｔｙ（引き剥がし側印加時間比率）：６０％
　の条件下で、ＡＣジャンピング現像法によりカラー画像を形成した。なお、トナー量調
整用パッチセンサの動作無しとした。また、試験環境は１０℃／１５％ＲＨであった。
【０１７３】
　（実施例２）
　実施例１のトナーを使用した画像形成に際して、規制バイアスを３００Ｖとした以外は
同様にして画像形成した。
【０１７４】
　実施例１および実施例２の画像形成に際して、実機（感光体）からＪ紙（富士ゼロック
ス社製）への転写効率を検討するため、転写前後におけるトナー重量から換算した評価方
法は下記の通りである。
【０１７５】
　二重丸　：　９５％を超える転写効率で、非常に良い状態
　丸印　　：　９０％を超え、９５％以下、良い状態
　△印　　：　８５％を超え、９０％以下、普通の状態
　×印　　：　８５％以下、悪い状態。
【０１７６】
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　実施例１および実施例２における評価結果を、同じく表６～７に示す。
【０１７７】
【表６】

【０１７８】
　表中、1)：  信越化学社製「ＵＵ、一次粒径２０－５０ｎｍ、焼結凝集体粒径２００－
４００ｎｍ」
  　　　2)：  東邦チタニウム社製「ＨＴ１７０１、一次粒径１００－３００ｎｍ」
　　　　3)：  チタン工業社製「ＳＴＴ３０Ｓ、一次粒径１５ｎｍ」
　　　　4)：  堺化学工業社製「ＦＩＮＥＸ－５０Ｓ－ＬＰ２、一次粒径２０ｎｍ」
  　　　5)：  大明化学社製「タイミクロンＴＭ－１００、一次粒径１４ｎｍ」
【０１７９】
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【表７】

【０１８０】
　表中の1)～5)は、表６と同じである。
【０１８１】
  表６、表７から明かなように、本発明は、小粒径トナーであっても、帯電の均一性に優
れ、転写効率に優れる画像形成方法、画像形成装置とできる。
【符号の説明】
【０１８２】
　１０プリンタ、２０感光体、３０帯電ユニット、４０露光ユニット、５０現像器保持ユ
ニット、６０一次転写ユニット、７０中間転写体、７５クリーニングユニット、８０二次
転写ユニット、９０定着ユニット、５０９未転造加工現像ローラ、５１０現像ローラ、５
１０ａ中央部、５１０ｂ端部（両端部）、５１０ｃ段部、５１０ｄ表面、５１１溝部、
５１１ａ一方の溝部、５１１ｂ他方の溝部、５１１ｃ底面、５１１ｄ傾斜部分、５１２凸
部、５１２ａ頂面、５１３フランジ、５１３ａフランジ本体、５１３ｂ軸部、５１５円筒
部材、５２０上シール、５２２シール支持板金、５２４シール付勢部材、５２７端部シー
ル、５３０トナー収容部、５３０ａ第一トナー収容部、５３０ｂ第二トナー収容部、５４
０ハウジング、５４２上ハウジング部、５４４下ハウジング部、５４５仕切り壁、５５０
トナー供給ローラ、５５０ａローラ部、５５０ｂ軸体、５６０規制ブレード、５６０ａゴ
ム部、５６０ｂゴム支持部、５６２ブレード支持板金、５７０ブレード裏部材、５７２開
口、Ｔはトナー
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